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１ 計画策定の趣旨
　我が国の経済は、近年、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復が続いて

きていました。しかしながら、令和2（2020）年からの新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響により経済活動が大きな影響を受けました。

　本県においても、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２（2020）年

１月に1.47倍であった有効求人倍率は大きく低下し、直近の令和３（2021）年

10月は1.07倍となっています。本県の雇用情勢は厳しさが見られ、新型コロ

ナウイルス感染症が雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大によって、社会のデジタル化が一層加

速しており、IT技術の導入による業務の効率化や生産性の向上が求められ、テ

レワークやオンライン会議が急速に普及しています。

　さらに、人生100年時代の到来により、労働者の職業人生が長期化・多様化し、

誰もがいくつになっても学び直し活躍できる社会づくりが必要となっています。

　こうした経済・社会環境の変化に的確に対応するためには、企業ニーズに

あった人材を育成し、また労働者が主体的にキャリアアップ、スキルアップを図

れるような体制整備を進めていくための職業能力開発施策が求められます。

　こうした状況を踏まえ、今後の職業能力開発における県の基本的施策や具

体的な取組を明らかにし、本県産業を支える人材育成等を着実に推進するた

め、本計画を策定するものです。
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１ 計画策定の趣旨
　我が国の経済は、近年、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復が続いて

きていました。しかしながら、令和2（2020）年からの新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響により経済活動が大きな影響を受けました。

　本県においても、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２（2020）年

１月に1.47倍であった有効求人倍率は大きく低下し、直近の令和３（2021）年

10月は1.07倍となっています。本県の雇用情勢は厳しさが見られ、新型コロ

ナウイルス感染症が雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大によって、社会のデジタル化が一層加

速しており、IT技術の導入による業務の効率化や生産性の向上が求められ、テ

レワークやオンライン会議が急速に普及しています。

　さらに、人生100年時代の到来により、労働者の職業人生が長期化・多様化し、

誰もがいくつになっても学び直し活躍できる社会づくりが必要となっています。

　こうした経済・社会環境の変化に的確に対応するためには、企業ニーズに

あった人材を育成し、また労働者が主体的にキャリアアップ、スキルアップを図

れるような体制整備を進めていくための職業能力開発施策が求められます。

　こうした状況を踏まえ、今後の職業能力開発における県の基本的施策や具

体的な取組を明らかにし、本県産業を支える人材育成等を着実に推進するた

め、本計画を策定するものです。
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１ 計画策定の趣旨
　我が国の経済は、近年、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復が続いて

きていました。しかしながら、令和2（2020）年からの新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響により経済活動が大きな影響を受けました。

　本県においても、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２（2020）年

１月に1.47倍であった有効求人倍率は大きく低下し、直近の令和３（2021）年

10月は1.07倍となっています。本県の雇用情勢は厳しさが見られ、新型コロ

ナウイルス感染症が雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大によって、社会のデジタル化が一層加

速しており、IT技術の導入による業務の効率化や生産性の向上が求められ、テ

レワークやオンライン会議が急速に普及しています。

　さらに、人生100年時代の到来により、労働者の職業人生が長期化・多様化し、

誰もがいくつになっても学び直し活躍できる社会づくりが必要となっています。

　こうした経済・社会環境の変化に的確に対応するためには、企業ニーズに

あった人材を育成し、また労働者が主体的にキャリアアップ、スキルアップを図

れるような体制整備を進めていくための職業能力開発施策が求められます。

　こうした状況を踏まえ、今後の職業能力開発における県の基本的施策や具

体的な取組を明らかにし、本県産業を支える人材育成等を着実に推進するた

め、本計画を策定するものです。
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2 計画の位置付け
　この計画は、県内において行われる職業能力開発に関する基本的な方向性を

示すものとして、職業能力開発促進法に基づき、国の職業能力開発基本計画との

整合性を図りながら、実施すべき事項を定めるものです。

3 計画におけるSDGsの推進
　本県では、持続可能な社会の実現に向け、SDGs（持続可能な開発目標）の推

進を図っているところです。本計画に基づく取組は、SDGｓの目標「 1 貧困をな

くそう」、「 4 質の高い教育をみんなに」、「 5 ジェンダー平等を実現しよう」、

「 8 働きがいも経済成長も」、「 9 産業と技術革新の基礎をつくろう」、「 10 人

や国の不平等をなくそう」などの実現に資するものです。

4 計画の期間
この計画の期間は、令和4（2022）年度から令和8（2026）年度までの5年間と

します。
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示すものとして、職業能力開発促進法に基づき、国の職業能力開発基本計画との
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進を図っているところです。本計画に基づく取組は、SDGｓの目標「 1 貧困をな

くそう」、「 4 質の高い教育をみんなに」、「 5 ジェンダー平等を実現しよう」、

「 8 働きがいも経済成長も」、「 9 産業と技術革新の基礎をつくろう」、「 10 人

や国の不平等をなくそう」などの実現に資するものです。

4 計画の期間
この計画の期間は、令和4（2022）年度から令和8（2026）年度までの5年間と

します。
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１ 人口の動向
（１）人口の現況

　本県の令和元（2019）年の総人口は約510万人です。年齢区分別にみると、
年少人口(0～14歳）が約67万人、生産年齢人口(15～64歳）が約300万人、老
年人口（65歳以上）が約140万人となっています。

（２）人口の減少
　これまで増加基調にあった本県の人口は、令和12（2030）年には500万人
を下回り496万人となり、令和27（2045）年には455万人になると推計されて
います。年齢区分別にみると、生産年齢人口（15～64歳）の割合は、令和元
（2019）年の58.9％から、令和27（2045）年には53％まで低下し、また65歳
以上の人口の割合は、27.9％から35.2％に上昇すると推計されています。

出所：R1（2019）年まで総務省「人口推計」　
　　    R7（2025）年から国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」

福岡県年齢階級別人口の推移と見通し

■0～14歳 ■15～64歳 ■65歳以上
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出所：総務省統計局「2019年 人口推計」
※単位未満は四捨五入してあるため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。　※総人口数は「年齢不詳」を含む。

令和元（2019）年　年齢区分別人口及び構成比（全国比較）
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（１）人口の現況

　本県の令和元（2019）年の総人口は約510万人です。年齢区分別にみると、
年少人口(0～14歳）が約67万人、生産年齢人口(15～64歳）が約300万人、老
年人口（65歳以上）が約140万人となっています。
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　これまで増加基調にあった本県の人口は、令和12（2030）年には500万人
を下回り496万人となり、令和27（2045）年には455万人になると推計されて
います。年齢区分別にみると、生産年齢人口（15～64歳）の割合は、令和元
（2019）年の58.9％から、令和27（2045）年には53％まで低下し、また65歳
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出所：総務省統計局「2019年 人口推計」
※単位未満は四捨五入してあるため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。　※総人口数は「年齢不詳」を含む。
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２ 経済・産業構造の現状
（１）県内総生産の状況

　平成30（2018）年度の県内総生産は、名目で19兆8,080億円となりました。 
　県内総生産の経済活動別構成割合をみると、「製造業」（15.6％）、「卸売・小
売業」（14.4％）、「不動産業」（11.1％）、「保健衛生・社会事業」（9.5％）が高く、
この4つの産業で全体の約5割を占めています。　
　また、平成18（2006）年度と比べると、「金融・保険業」が1.3ポイントの減、

「卸売・小売業」が0.8ポイントの減となっており、「保健衛生・社会事業」が1.7ポ
イントの増、「専門・科学技術、業務支援サービス業」が1.3ポイントの増となっ
ています。

出所：福岡県調査統計課「平成30年度県民経済・市町村民経済計算報告書」

県内総生産 （単位：億円）

182,285

176,783

198,080

191,017

H18(2006) 年度 H30（2018）年度

県内総生産（名目）

県内総生産（実質）

県内総生産の経済活動別構成割合

2.6 14.4 6.7 2.8 5.4 3.6 11.1 8.6 4.6 4.0 9.5 4.74.915.6

5.27.87.34.95.12.92.9 6.5
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（77.2）

第3次産業（78.0）

平成18年度
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0.8

0.8 鉱業 0.1

出所：福岡県調査統計課「平成30年度県民経済・市町村民経済計算報告書」
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（３）労働力人口の変化
　本県の労働力人口は、260万人程度で推移していますが、独立行政法人労働
政策研究・研修機構の推計によれば、ゼロ成長に近い経済成長で、性・年齢階級
別の労働力人口比率がH29（2017）年と同じ水準で推移すると仮定したシナ
リオの場合は、令和22（2040）年には、約226万人になると見込まれています。

出所：総務省「労働力調査」
※労働力人口は、15歳以上の就業者と完全失業者で構成。
※労働力人口比率は、15歳以上の人口に占める労働力人口の割合。

労働力人口等の推移
（千人）
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出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構
　　　「2019年度 労働力需給の推計 ―全国推計（2018年度版）を踏まえた都道府県別試算―」
1.成長実現・労働参加進展：各種の経済・雇用政策を適切に講ずることにより、経済成長と、若者、女性、高齢者等の
　労働市場への参加が進むシナリオ。
2.ゼロ成長・労働参加現状：ゼロ成長に近い経済成長で、性・年齢階級別の労働力人口比率がH29（2017）年と
　同じ水準で推移すると仮定したシナリオ。
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1. 成長実現・労働参加進展

2. ゼロ成長・労働参加現状2,451

2,574

2,263

労働力人口の推計（福岡県）
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出所：総務省統計局「平成 28 年度経済センサス」
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事業所数及び従業者数
上位10都道府県(H28(2016))

従業者規模別の事業所数の
構成比(H28(2016))

（事業内容等が不詳の
事業所を除く）事業所数

都道府県
事業所数

（事業内容等不詳の
事業所を含む）

（単位：事業所）

東京都 685,6151
大阪府 422,5682
愛知県 322,8203

神奈川県 307,2694
埼玉県 250,8345
北海道 233,1686
福岡県 223,0087
兵庫県 222,3438
千葉県 196,5799
静岡県 174,85010

全国 5,578,975

従業者数

都道府県
従業者数

（事業内容等不詳の
事業所を除く）

（単位：人）

東京都 9,005,5111
大阪府 4,393,1392
愛知県 3,749,9043

神奈川県 3,464,3164
埼玉県 2,575,5445
福岡県 2,236,2696
兵庫県 2,203,1027
北海道 2,165,9258
千葉県 2,114,2599
静岡県 1,712,98310

全国 56,872,826

30 ～ 49人
3.2 %

50 ～ 99人
1.9 %

100人以上・
派遣事業者

1.8 %

1～ 4人
54.6 %

5 ～ 9人
21.3 %

10 ～ 29人
17.2 %

出所：総務省統計局「平成28年度経済センサス」

産業大分類別事業所数の構成比
（全国と福岡県）（H28（2016））（不詳を含まず）

産業大分類別従業者数の構成比
（全国と福岡県）(H28(2016))

■卸売業 小売業　■宿泊業 飲食サービス業　■建設業　■生活関連サービス業 娯楽業　■製造業　■医療 福祉
■不動産業 物品賃貸業　■サービス業（他に分類されないもの）　■その他

■卸売業 小売業　■製造業　■医療 福祉　■宿泊業 飲食サービス業　■サービス業（他に分類されないもの）　■建設業
■運輸業 郵便業　■生活関連サービス業 娯楽業　■その他

Ｈ24（2012）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
全国

Ｈ24（2012）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
全国

21.9% 11.2% 9.5% 9.0% 6.7% 6.1% 4.2% 15.6%15.8%

20.8% 13.0%15.6% 9.4% 8.4% 6.5% 5.6% 4.3% 16.5%

22.4% 11.7% 9.7% 8.8% 7.2% 6.5% 4.5% 15.4%13.8%

25.4% 13.0% 9.2% 8.8% 8.5% 6.6% 6.5% 13.9%8.0%

13.8%6.7%6.0%5.7%8.9%9.0%12.9%28.0% 8.9%

28.5% 13.1% 9.4% 9.0% 5.9% 6.5% 6.6% 13.5%7.5%

出所：総務省統計局「平成28年度経済センサス」

（２）実質経済成長率の推移
　国及び本県の実質経済成長率は、平成27（2015）年度以降プラス成長を続
けてきましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が経済活動に大きな影
響をもたらし、令和2（2020）年度には、国の経済成長率が▲4.5％（令和2
（2020）年度国民経済計算年次推計（第一次年次推計値））となりました。今後
も経済活動への影響を注視していく必要があります。

（３）事業所数及び従業者数の状況
　平成28（2016）年の県内の事業所数（事業内容等が不詳の事業所を含む）
は、223,008事業所（全国7位）、従業者数（事業内容等が不詳の事業所を除く）
は2,236,269人（全国6位）となっています。
　従業者規模別事業所数（事業内容等が不詳の事業所を除く）をみると、従業者
規模5人未満の事業所が県全体の半数以上を占め、30人未満の事業所は全体
の約9割を占めています。
　産業大分類別事業所数の構成比をみると、「卸売業、小売業」が28.0％と最
も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が12.9％、「建設業」が9.0％となって
おり、この3つの産業で全産業の約5割を占めています。
　一方、従業者数では、「卸売業、小売業」が21.9％と最も多く、次いで「医療、福
祉」が15.8％、「製造業」が11.2％となっており、この3つの産業で全産業の約5
割を占めています。
　全国と比較すると、事業所数、従業者数ともに、「卸売業、小売業」、「医療、福
祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」の比率が高くなっています。

出所：福岡県調査統計課「平成30年度県民経済・市町村民経済計算報告書」
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埼玉県 250,8345
北海道 233,1686
福岡県 223,0087
兵庫県 222,3438
千葉県 196,5799
静岡県 174,85010

全国 5,578,975

従業者数

都道府県
従業者数

（事業内容等不詳の
事業所を除く）

（単位：人）

東京都 9,005,5111
大阪府 4,393,1392
愛知県 3,749,9043

神奈川県 3,464,3164
埼玉県 2,575,5445
福岡県 2,236,2696
兵庫県 2,203,1027
北海道 2,165,9258
千葉県 2,114,2599
静岡県 1,712,98310

全国 56,872,826

30 ～ 49人
3.2 %

50 ～ 99人
1.9 %

100人以上・
派遣事業者

1.8 %

1～ 4人
54.6 %

5 ～ 9人
21.3 %

10 ～ 29人
17.2 %

出所：総務省統計局「平成28年度経済センサス」

産業大分類別事業所数の構成比
（全国と福岡県）（H28（2016））（不詳を含まず）

産業大分類別従業者数の構成比
（全国と福岡県）(H28(2016))

■卸売業 小売業　■宿泊業 飲食サービス業　■建設業　■生活関連サービス業 娯楽業　■製造業　■医療 福祉
■不動産業 物品賃貸業　■サービス業（他に分類されないもの）　■その他

■卸売業 小売業　■製造業　■医療 福祉　■宿泊業 飲食サービス業　■サービス業（他に分類されないもの）　■建設業
■運輸業 郵便業　■生活関連サービス業 娯楽業　■その他

Ｈ24（2012）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
全国

Ｈ24（2012）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
福岡県

Ｈ28（2016）年
全国

21.9% 11.2% 9.5% 9.0% 6.7% 6.1% 4.2% 15.6%15.8%

20.8% 13.0%15.6% 9.4% 8.4% 6.5% 5.6% 4.3% 16.5%

22.4% 11.7% 9.7% 8.8% 7.2% 6.5% 4.5% 15.4%13.8%

25.4% 13.0% 9.2% 8.8% 8.5% 6.6% 6.5% 13.9%8.0%

13.8%6.7%6.0%5.7%8.9%9.0%12.9%28.0% 8.9%

28.5% 13.1% 9.4% 9.0% 5.9% 6.5% 6.6% 13.5%7.5%

出所：総務省統計局「平成28年度経済センサス」

（２）実質経済成長率の推移
　国及び本県の実質経済成長率は、平成27（2015）年度以降プラス成長を続
けてきましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が経済活動に大きな影
響をもたらし、令和2（2020）年度には、国の経済成長率が▲4.5％（令和2
（2020）年度国民経済計算年次推計（第一次年次推計値））となりました。今後
も経済活動への影響を注視していく必要があります。

（３）事業所数及び従業者数の状況
　平成28（2016）年の県内の事業所数（事業内容等が不詳の事業所を含む）
は、223,008事業所（全国7位）、従業者数（事業内容等が不詳の事業所を除く）
は2,236,269人（全国6位）となっています。
　従業者規模別事業所数（事業内容等が不詳の事業所を除く）をみると、従業者
規模5人未満の事業所が県全体の半数以上を占め、30人未満の事業所は全体
の約9割を占めています。
　産業大分類別事業所数の構成比をみると、「卸売業、小売業」が28.0％と最
も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が12.9％、「建設業」が9.0％となって
おり、この3つの産業で全産業の約5割を占めています。
　一方、従業者数では、「卸売業、小売業」が21.9％と最も多く、次いで「医療、福
祉」が15.8％、「製造業」が11.2％となっており、この3つの産業で全産業の約5
割を占めています。
　全国と比較すると、事業所数、従業者数ともに、「卸売業、小売業」、「医療、福
祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」の比率が高くなっています。

出所：福岡県調査統計課「平成30年度県民経済・市町村民経済計算報告書」

実質経済成長率の推移
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日本企業が分析に活用しているデータ

出所：総務省「令和2年版情報通信白書」
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IoTデバイス
約4 ～ 7倍

0％ 10％ 20％ 30％

IT人材の需要と供給の見通し

出所：経済産業省「IT人材の需要と供給の見通し（H31.4調査）」

H30年
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（４）情報化の進展
　情報通信機器の保有状況をみると、スマートフォンを保有している世帯の割
合が、パソコンを保有している世帯を上回り全体の8割を超えています。スマー
トフォンが情報通信機器の主流となっており、日常生活だけでなくビジネス環境
においても大きなインパクトを与えています。また、電子商取引の市場規模も拡
大しており、令和元（2019）年では、19兆円を超えています。
　また、これまでもSociety5.0の実現に向けて、デジタル技術の活用が進めら
れてきましたが、新型コロナウィルス感染症の流行を契機として、ICTは、生活や
経済活動に不可欠な技術となっています。

出所：総務省「令和2年度通信利用動向調査」

H22年
〈2010年〉

H23年
〈2011年〉

H24年
〈2012年〉
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〈2013年〉

H26年
〈2014年〉

H27年
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H29年
〈2017年〉

H30年
〈2018年〉

R1年
〈2019年〉

R2年
〈2020年〉

100

80
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40

20

0

情報通信機器の保有状況（世帯）（全国）

モバイル端末全体 スマートフォン パソコン タブレット型端末

93.2
83.4

9.7

7.2

94.5 94.5 94.8 94.6 95.8 94.7 94.8 95.7 96.1 96.8
86.8

70.1

38.7

83.4

69.1

37.4

79.2

74.0

40.1

75.1

72.5

36.4

73.0

71.8

34.4

76.8

72.0

33.3

78.0

64.2

26.3

81.7

62.6

21.9

75.8

49.5

15.3

77.4

29.3

8.5

出所：経済産業省「令和元年度電子商取引に関する市場調査」
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B to C の市場規模及びEC化率の推移
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〈2013年〉
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〈2014年〉
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〈2016年〉
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H30年
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R1年
〈2019年〉

EC市場規模 物販系EC化率

77,880 84,590
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111,660
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137,746
151,358

165,054
179,845

193,609
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（４）情報化の進展
　情報通信機器の保有状況をみると、スマートフォンを保有している世帯の割
合が、パソコンを保有している世帯を上回り全体の8割を超えています。スマー
トフォンが情報通信機器の主流となっており、日常生活だけでなくビジネス環境
においても大きなインパクトを与えています。また、電子商取引の市場規模も拡
大しており、令和元（2019）年では、19兆円を超えています。
　また、これまでもSociety5.0の実現に向けて、デジタル技術の活用が進めら
れてきましたが、新型コロナウィルス感染症の流行を契機として、ICTは、生活や
経済活動に不可欠な技術となっています。

出所：総務省「令和2年度通信利用動向調査」
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出所：総務省統計局 「労働力調査」
完全失業率　＝　15歳以上の完全失業者　÷　（15歳以上の就業者＋15歳以上の完全失業者）×100
福岡県の数値は時系列回帰モデルによる推計値。全国は季節調整値。
毎年1～3月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年までの過去5年間の四半期平均及び
年平均結果を遡って一部改訂している。

３ 労働力の需給状況
（１）雇用・失業の情勢

　本県の有効求人倍率は、緩やかな景気回復に伴い上昇基調となり、平成30
（2018）年度には1.59倍になりました。しかしながら、令和２（2020）年に入
り、新型コロナウイルス感染症の国内での感染拡大の影響を受け、令和2
（2020）年度には、1.06倍まで低下しています。
　また、完全失業率についても、緩やかな改善傾向が続いていましたが、令和2
(2020)年4～6月期以降は3％台が続いており、新型コロナウイルス感染症が
雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

出所：福岡労働局「有効求人倍率の推移」

有効求人倍率の推移
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（５）国際化の進展
　海外への投資の増加や貿易を通じた商品やサービスの取引の増大など、各国
経済の結びつきが強まり、国境を越える人、モノ、サービス、資本、情報等の移動
が活発になってきている中、コロナ禍により世界経済は大きな打撃を受けまし
た。今後、世界は、ポスト・コロナを見据え、デジタルシフト、環境問題対応など新
たな商品やサービスの展開に向けた動きが加速されることが見込まれるとと
もに、飲食、観光業界等のインバウンド需要の回復も期待されます。

出所：出入国在留管理庁「出入国管理統計」
※平成24年以降は、船舶観光上陸数を含む

出所：経済産業省「第49回 海外事業活動基本調査」
注：海外生産比率＝現地法人(製造業)売上高/(現地法人(製造業)売上高＋国内法人(製造業)売上高)×100.0
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出所：総務省統計局 「労働力調査」
完全失業率　＝　15歳以上の完全失業者　÷　（15歳以上の就業者＋15歳以上の完全失業者）×100
福岡県の数値は時系列回帰モデルによる推計値。全国は季節調整値。
毎年1～3月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年までの過去5年間の四半期平均及び
年平均結果を遡って一部改訂している。

３ 労働力の需給状況
（１）雇用・失業の情勢

　本県の有効求人倍率は、緩やかな景気回復に伴い上昇基調となり、平成30
（2018）年度には1.59倍になりました。しかしながら、令和２（2020）年に入
り、新型コロナウイルス感染症の国内での感染拡大の影響を受け、令和2
（2020）年度には、1.06倍まで低下しています。
　また、完全失業率についても、緩やかな改善傾向が続いていましたが、令和2
(2020)年4～6月期以降は3％台が続いており、新型コロナウイルス感染症が
雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

出所：福岡労働局「有効求人倍率の推移」
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　国の調査において、15歳から34歳の若年者が離職した理由は、「労働時間・
休日・休暇の条件がよくなかった」が30.3％、「人間関係がよくなかった」が
26.9％、「賃金の条件がよくなかった」が23.4％となっています。 

出所：総務省統計局「令和２年労働力調査」

出所：総務省統計局「令和２年労働力調査」
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（２）職業別の求人・求職状況
　令和3（2021）年4月における、本県の主な職業別の求人・求職状況をみる
と、「建築・土木技術者」、「社会福祉の専門的職業」、「介護サービスの職業」、「保
安の職業」、「金属材料製造等」、「建設躯体工事の職業」、「建設の職業」、「土木の
職業」などは求人数が求職者数を大きく上回り、有効求人倍率も高くなっていま
す。特に、「社会福祉の専門的職業」では、約3,600人の求人数超過となってお
り、「介護サービスの職業」では、約5,000人の求人数超過となっています。一方、

「事務的職業」は求職者数25,325人と多いものの有効求人倍率は0.32倍と低
くなっており、業種・職種間におけるミスマッチが解消されていません。

4 労働者を取り巻く状況
（１）若年者の雇用状況

　若年者の完全失業率（全国）は、全年齢に比べると依然として高い水準で推移
しています。令和2（2020）年は全年齢の完全失業率が2.8％であるのに対し、
15～19歳は4.5％、20～24歳は4.6％、25～29歳は4.2％となっています。
　若年無業者（※）数（全国）は、令和2（2020）年平均で69万人と、前年に比べ
13万人増加し、人口に対する割合も2.2％から0.6ポイント上昇し、2.8％と
なっています。
　※若年無業者：15歳～34歳の非労働人口のうち家事も通学もしていない者

　本県の新規学卒者の就職率は高い状況にありますが、卒業後、就職した者の
うち、３年以内に離職する割合は全国平均よりも高くなっています。（P14「新規
学卒者の就職率」「福岡県内の新規学卒者の卒業後3年以内の離職率」参照）。

出所：福岡労働局「職業紹介の状況」

主な職業別有効求人数・求職者数（R3（2021）年4月）
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　国の調査において、15歳から34歳の若年者が離職した理由は、「労働時間・
休日・休暇の条件がよくなかった」が30.3％、「人間関係がよくなかった」が
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職業」などは求人数が求職者数を大きく上回り、有効求人倍率も高くなっていま
す。特に、「社会福祉の専門的職業」では、約3,600人の求人数超過となってお
り、「介護サービスの職業」では、約5,000人の求人数超過となっています。一方、

「事務的職業」は求職者数25,325人と多いものの有効求人倍率は0.32倍と低
くなっており、業種・職種間におけるミスマッチが解消されていません。

4 労働者を取り巻く状況
（１）若年者の雇用状況

　若年者の完全失業率（全国）は、全年齢に比べると依然として高い水準で推移
しています。令和2（2020）年は全年齢の完全失業率が2.8％であるのに対し、
15～19歳は4.5％、20～24歳は4.6％、25～29歳は4.2％となっています。
　若年無業者（※）数（全国）は、令和2（2020）年平均で69万人と、前年に比べ
13万人増加し、人口に対する割合も2.2％から0.6ポイント上昇し、2.8％と
なっています。
　※若年無業者：15歳～34歳の非労働人口のうち家事も通学もしていない者

　本県の新規学卒者の就職率は高い状況にありますが、卒業後、就職した者の
うち、３年以内に離職する割合は全国平均よりも高くなっています。（P14「新規
学卒者の就職率」「福岡県内の新規学卒者の卒業後3年以内の離職率」参照）。

出所：福岡労働局「職業紹介の状況」

主な職業別有効求人数・求職者数（R3（2021）年4月）
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（2）女性の雇用状況
　本県の女性の就業率は、ほとんどの年代で増加しており、働く女性は増えてい
ます。
　出産・育児等に伴い就業率が低くなる、いわゆる「Ｍ字カーブ」の底は年々浅
くなっています。
　雇用者に占める非正規雇用労働者の割合を男女別及び年齢階級別でみる
と、男性は、25～59歳までの各年齢階級では、非正規割合が低くなっています
が、女性では、30～34歳から非正規割合が上昇し、35～39歳以降の各年齢階
級で5割を超えています。

出所：総務省「就業構造基本調査」

女性の年齢階級別就業率（福岡県）
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出所：総務省「就業構造基本調査」

H29（2017）年 雇用者に占める非正規労働者の割合（福岡県）
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出所：福岡労働局「新規学校卒業者の求人・求職・就職内定等状況（R3.3 月末）」

出所：厚生労働省「平成 30 年若年者雇用実態調査」
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労働時間・休日・休暇の条件がよくなかった
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賃金の条件がよくなかった
仕事が自分に合わない

ノルマや責任が重すぎた
会社に将来性がない

結婚、子育てのため
健康上の理由

自分の技能・能力が活かせられなかった
不安定な雇用状態が嫌だった

雇用期間の満了・雇止め
1つの会社に長く勤務する気がなかったため

倒産、整理解雇又は希望退職に応じたため
責任のある仕事を任されたかった

介護、看護のため
家業をつぐ又は手伝うため
独立して事業を始めるため
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出所：福岡労働局「新規学卒業者の卒業後 3 年以内の離職率」

福岡県内の新規学卒者の卒業後３年以内の離職率

平成 29年3月卒
全国の離職率

中学校
79.5％
59.8％

高等学校
44.8％
39.5％

大学
35.5％
32.8％

短大卒
45.1％
43.0％
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ます。
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　雇用者に占める非正規雇用労働者の割合を男女別及び年齢階級別でみる
と、男性は、25～59歳までの各年齢階級では、非正規割合が低くなっています
が、女性では、30～34歳から非正規割合が上昇し、35～39歳以降の各年齢階
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（4）高齢者の雇用状況
本県の老年人口（65歳以上）は、年少人口を上回っており、その開きは今後も拡
大していくと見込まれています（P3「福岡県年齢階級別人口の推移と見通し」）。
　65歳以上の労働者数は、平成21（2009）年には2万3千人でしたが、令和2

（2020）年には、3倍以上の8万3千人となるなど、働く高齢者が増えてきています。
　令和3（2021）年4月1日から改正高年齢者雇用安定法が施行され、65歳ま
での雇用確保義務に加え、70歳までの就業機会の確保が事業主等の努力義務
となりました。
　本県では、平成24(2012)年4月に福岡県70歳現役応援センター（令和4

（2022）年度に福岡県生涯現役チャレンジセンターに改称）を開設し、高齢者
向け求人開拓や各種セミナーの開催により就業支援を行っています。平成24

（2012）年に306人であった進路決定者数（※）は令和2（2020）年度には
1,710人となり、着実に成果を出しています。 ※進路決定：就業、社会参加等

出所：福岡労働局　令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果

年齢別労働者数の推移（31人以上規模企業）（福岡県）
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出所：福岡県新雇用開発課集計

福岡県70歳現役応援センター登録者・進路決定者数
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出所：厚生労働省資料「就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォーム設置要領」　　総務省「就業構造基本調査（2017 年）」
　　　JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③」
　　　・「不安定な就労状態にある人」：現在非正規雇用で働いており、かつ、現在の雇用形態に就いている理由について、
　　　　「主に正規の職員・従業員の仕事がないから」と答えた人
　　　・「長期にわたり無業の状態にある人」：無業者のうち求職活動をしていない人で、卒業者かつ通学していず、配偶者なしで家事を行っていない人。

出所：総務省「就業構造基本調査」

出所：福岡県調査統計課「平成 29 年就業構造基本調査結果の概要」

（3）非正規雇用労働者の状況
　本県の非正規雇用労働者数は、平成19（2007）年からの10年間で、パート
や契約・嘱託職員を中心に約13万人増え、約87万人となっており、正規雇用労
働者の増加数の約2万5千人に比べ大幅に増加しています。
　なお、男女別に非正規職員の割合をみると、男性の23.7％に対し女性が
57.8％となっています。
　また、いわゆる就職氷河期世代では、非正規雇用など不安定な就労状態にあ
る人が、約2万7千人で人口比3.8％となっており、全国平均（人口比3.1％）より
も高い状況となっています。
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（4）高齢者の雇用状況
本県の老年人口（65歳以上）は、年少人口を上回っており、その開きは今後も拡
大していくと見込まれています（P3「福岡県年齢階級別人口の推移と見通し」）。
　65歳以上の労働者数は、平成21（2009）年には2万3千人でしたが、令和2

（2020）年には、3倍以上の8万3千人となるなど、働く高齢者が増えてきています。
　令和3（2021）年4月1日から改正高年齢者雇用安定法が施行され、65歳ま
での雇用確保義務に加え、70歳までの就業機会の確保が事業主等の努力義務
となりました。
　本県では、平成24(2012)年4月に福岡県70歳現役応援センター（令和4

（2022）年度に福岡県生涯現役チャレンジセンターに改称）を開設し、高齢者
向け求人開拓や各種セミナーの開催により就業支援を行っています。平成24

（2012）年に306人であった進路決定者数（※）は令和2（2020）年度には
1,710人となり、着実に成果を出しています。 ※進路決定：就業、社会参加等

出所：福岡労働局　令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果

年齢別労働者数の推移（31人以上規模企業）（福岡県）
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出所：福岡県新雇用開発課集計

福岡県70歳現役応援センター登録者・進路決定者数
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出所：厚生労働省資料「就職氷河期世代活躍支援都道府県プラットフォーム設置要領」　　総務省「就業構造基本調査（2017 年）」
　　　JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③」
　　　・「不安定な就労状態にある人」：現在非正規雇用で働いており、かつ、現在の雇用形態に就いている理由について、
　　　　「主に正規の職員・従業員の仕事がないから」と答えた人
　　　・「長期にわたり無業の状態にある人」：無業者のうち求職活動をしていない人で、卒業者かつ通学していず、配偶者なしで家事を行っていない人。

出所：総務省「就業構造基本調査」

出所：福岡県調査統計課「平成 29 年就業構造基本調査結果の概要」

（3）非正規雇用労働者の状況
　本県の非正規雇用労働者数は、平成19（2007）年からの10年間で、パート
や契約・嘱託職員を中心に約13万人増え、約87万人となっており、正規雇用労
働者の増加数の約2万5千人に比べ大幅に増加しています。
　なお、男女別に非正規職員の割合をみると、男性の23.7％に対し女性が
57.8％となっています。
　また、いわゆる就職氷河期世代では、非正規雇用など不安定な就労状態にあ
る人が、約2万7千人で人口比3.8％となっており、全国平均（人口比3.1％）より
も高い状況となっています。
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出所：福岡労働局「障害者の職業紹介状況」

障がい種別ごとの新規求職申込件数等の推移
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福岡県の障がい者雇用率の推移
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（5）障がいのある人の雇用状況
　本県における障がいのある人の新規求職申込件数及び就職件数は、増加傾
向にあったものの、令和2（2020）年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により減少しています。
　障がい種別でみると、近年、精神障がいのある人や発達障がいのある人など
の就職件数が増加傾向となっています。
　民間企業（令和3（2021）年3月1日現在、43.5人以上規模の企業）の障がい
のある人の法定雇用率が、令和3（2021）年3月1日より2.2％から2.3％に引
き上げられました。本県の民間企業における障がいのある人の雇用率は上がっ
ているものの、法定雇用率の達成には至っておらず、雇用促進の取組を強化し
ていく必要があります。

出所：福岡労働局「障害者の職業紹介状況」

福岡県の障がいのある人の職業紹介状況
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出所：福岡労働局「障害者の職業紹介状況」
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５ 企業における人材の確保・育成

（１）企業が求める人材
　採用の際重視するポイントは、技術職では、「人物・人柄」が76.7％と最も高
く、次いで「技能」が54.1％、「資格」が21.4％となっています。また、その他の職
種でも「人物・人柄」が91.8％と最も高く、次いで「業務知識」が47.2％、「技能」
が17.0％となっています。

◆県内企業アンケート（令和3(2021)年3月実施）
　県内の「建設業」「情報通信業」「製造業」「医療、福祉」分野の企業を中心に、企
業が求める人材など、特に今後人材ニーズが高まるＩＴ人材の確保・育成等につ
いてアンケートを実施。回答企業数179社。

採用の際重視するポイントについて（技術職）（上位二つまで）

採用の際重視するポイントについて（その他の職種）（上位二つまで）
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（6）外国人労働者の状況
　本県の生産年齢人口が減少している中、令和3（2021）年の外国人労働者数
は、平成28（2016）年と比べると1.7倍、外国人雇用事業所数は1.8倍になっ
ています。
　在留資格別では、「留学」が最も多く、次いで「技能実習」となっています。

出所：福岡労働局「外国人の雇用状況」

福岡県の外国人労働者数の推移（主な在留資格別）
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出所：福岡労働局「外国人の雇用状況」

福岡県の主な産業別外国人雇用事業所数の推移
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５ 企業における人材の確保・育成

（１）企業が求める人材
　採用の際重視するポイントは、技術職では、「人物・人柄」が76.7％と最も高
く、次いで「技能」が54.1％、「資格」が21.4％となっています。また、その他の職
種でも「人物・人柄」が91.8％と最も高く、次いで「業務知識」が47.2％、「技能」
が17.0％となっています。

◆県内企業アンケート（令和3(2021)年3月実施）
　県内の「建設業」「情報通信業」「製造業」「医療、福祉」分野の企業を中心に、企
業が求める人材など、特に今後人材ニーズが高まるＩＴ人材の確保・育成等につ
いてアンケートを実施。回答企業数179社。

採用の際重視するポイントについて（技術職）（上位二つまで）

採用の際重視するポイントについて（その他の職種）（上位二つまで）
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（6）外国人労働者の状況
　本県の生産年齢人口が減少している中、令和3（2021）年の外国人労働者数
は、平成28（2016）年と比べると1.7倍、外国人雇用事業所数は1.8倍になっ
ています。
　在留資格別では、「留学」が最も多く、次いで「技能実習」となっています。

出所：福岡労働局「外国人の雇用状況」
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（3）IT化への対応（情報通信分野以外の企業）
　IT化に取り組んでいる（取り組む予定の）業務は、「顧客管理」が40.3％、「生
産管理」が36.6％、「コスト管理」が31.3％となっており、「取り組んでいない」
が15.7％となっています。
　IT化への課題は、「人材不足」が55.2％と最も高く、「ノウハウ不足」が
54.5％、「予算不足」が44.8％となっています。
　今後の人材確保方法については、「中途採用」が45.6％と最も高く、次いで
「ITシステムは外注しているため人材確保の必要はない」が22.4％、「外部の教
育機関を活用した社員教育」が20.0％となっています。
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IT化に取り組む上での課題について（複数回答可）

（２）企業における人材育成
　従業員に対する研修の実施状況は、「社内で実施」が48.6％と最も高く、次
いで「社外（教育機関等）で実施」が36.7％となっており、研修実施率は8割を
超えています。一方、「実施していない」理由は、「研修体制が整っていない」が
40.0％と最も高く、次いで「必要性を感じない」28.0％、「業務多忙」20.0％
となっています。
　また、社外の教育機関
等への意見・要望は、「オ
ンライン研修の充実」が
44.5％と最も高く、次い
で「情報発信が弱い（知ら
ない）」25.5％となって
います。

従業員研修の実施について（回答は一つ）

社外の教育機関への意見・要望について（複数回答可）
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（3）IT化への対応（情報通信分野以外の企業）
　IT化に取り組んでいる（取り組む予定の）業務は、「顧客管理」が40.3％、「生
産管理」が36.6％、「コスト管理」が31.3％となっており、「取り組んでいない」
が15.7％となっています。
　IT化への課題は、「人材不足」が55.2％と最も高く、「ノウハウ不足」が
54.5％、「予算不足」が44.8％となっています。
　今後の人材確保方法については、「中途採用」が45.6％と最も高く、次いで
「ITシステムは外注しているため人材確保の必要はない」が22.4％、「外部の教
育機関を活用した社員教育」が20.0％となっています。
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（4）IT化への対応（情報通信分野の企業）
　必要なIT人材の確保状況は、「やや不足」が80.6％、「大幅に不足」が6.5％と
9割近くの企業が人材不足を感じています。
　人材確保方法は、「中途採用」が90.6％と最も高く、次いで「新卒採用」が
68.8％となっており、確
保する上での課題は、「応
募者が少ない」が34.4％
と高く、「自社OJTで育成
してもすぐに辞めてしま
う」が12.5％となってい
ます。

6.36.3

12.512.5

28.128.1

28.128.1
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6.36.3

採用時にはITスキルを求めていないが
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その他
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してもすぐに辞めてしまう

外部の教育機関を活用する余裕
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身近に教育機関がない
又はよく知らない
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※その他の回答
・応募者を満足させる給与（入社時）になっていない。
・開発手法や開発言語が多種多様なため、時間（タイ
  ミング）やスキル（開発言語等）などをマッチさせる
  ことが困難。

６ 本県の職業能力開発の状況
　生涯を通じたキャリア形成は、国や県の機関、大学、専修学校、高等学校等の
教育機関、職業能力開発協会等の団体、企業等の事業主などが密接に連携を図
りながら推進しています。

福岡県の職業能力開発の体系
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　必要なIT人材の確保状況は、「やや不足」が80.6％、「大幅に不足」が6.5％と
9割近くの企業が人材不足を感じています。
　人材確保方法は、「中途採用」が90.6％と最も高く、次いで「新卒採用」が
68.8％となっており、確
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※その他の回答
・応募者を満足させる給与（入社時）になっていない。
・開発手法や開発言語が多種多様なため、時間（タイ
  ミング）やスキル（開発言語等）などをマッチさせる
  ことが困難。

６ 本県の職業能力開発の状況
　生涯を通じたキャリア形成は、国や県の機関、大学、専修学校、高等学校等の
教育機関、職業能力開発協会等の団体、企業等の事業主などが密接に連携を図
りながら推進しています。

福岡県の職業能力開発の体系

国

高等技術専門校
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その他事業主
団体等が
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従業員等

九州職業能力
開発大学校

新規高卒者等

福岡職業能力
開発促進
センター

（ポリテク福岡）
（ポリテク飯塚）

離転職者等

障害者職業能力
開発校

新規学卒者
離転職者等

施設内

委託

県

公共機関

民間教育訓練機関等

離転職者等

高齢・障害・求職者
雇用支援機構

企業・団体等

求職者支援訓練
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地域産業を担う人材を育成

企　業
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北九州地域

筑豊地域

筑後地域

福岡地域

（1）公共職業訓練の状況
ア 公共職業訓練の役割

　県内の公共職業能力開発施設は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64  
号）に基づき、県が直接管理運営する高等技術専門校及び障害者職業能力開発
校（以下「高等技術専門校等」という。）、さらに国（独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構）が設置する職業能力開発促進センター(愛称：ポリテクセン
ター)及び職業能力開発大学校(愛称：ポリテクカレッジ)があります。
　県は、専修学校等民間の教育訓練機関では初期投資が大きく、実施しにくい
ものづくり分野を中心とした科目を設定し、地域の実情に応じた産業人材を育
成する役割を担うとともに、産業政策と一体となって、雇用の創出や安定に向
けた取組及び専門人材の育成を行っています。また、多様な求人ニーズに対応
するため、民間教育訓練機関を活用したオフィスワーク系科目を中心とした委
託訓練を行っています。
　職業能力開発促進センターでは、離職者の早期就職を図るため、短期間の主
にものづくり分野の職業訓練を行うとともに、在職者に対しては、事業主等の
ニーズに基づき、産業の基盤を支える高度な職業能力を有する人材を育成する
ための訓練を実施しています。
　九州職業能力開発大学校では、技術革新に対応できる高度な知識と技能・技
術を兼ね備えた実践技能者の養成を行うとともに、将来の技術・生産管理部門
のリーダーとなる人材を養成しています。

県内の公共職業能力開発施設の配置状況

福岡県立 高等技術専門校

国立県営　福岡障害者職業能力開発校

独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構立校

※各施設のR3（2021）年度訓練科目と入校定員を記載

①

② ③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

① 福岡高等技術専門校
自動車整備,プログラム設
計,総合印刷システム,
空調設備,電気設備,建築,
ロボット溶接技術,
デジタルエンジニアリング,
アパレルサービス

計210人

② 戸畑高等技術専門校
3D-CAD機械システム,
溶接,介護サービス

計120人

③ 小倉高等技術専門校
OA事務,左官,
建築,アパレルサービス

計100人

④ 久留米高等技術専門校
ものづくりXプログラム,
自動車整備,建築,
介護サービス

計130人

⑤ 大牟田高等技術専門校
電気設備,OA事務,
ロボット溶接技術

計75人

⑥ 田川高等技術専門校
OA事務,電気工事,
自動車整備,
木工家具,
エクステリア左官　

計130人

⑦ 小竹高等技術専門校
プログラム設計,
自動車整備,
機械加工エンジニア,
建築,塗装,
介護サービス　

計140人

⑧ 福岡障害者職業能力開発校
機械CAD,プログラム設計,
商業デザイン,OA事務,
流通ビジネス,総合実務,
職域開発

計150人

⑨ 福岡職業能力開発促進センター
金属加工技術,機械加工技術,
CAD/CAM,機械CAD技術,
C A Dもの づくりサ ポ ート, 建 築システム
CAD,住宅リフォーム技術,電気設備技術,
ビル設備サービス,スマート生産サポート

計575人

⑩ 福岡職業能力開発促進センター 飯塚訓練センター
ものづくりCAD,
ものづくり溶接,建設機械,
ビジネスワーク,ビル管理技術,
住宅リフォームCAD技術,
住環境コーディネーター

計451人

⑪ 九州職業能力開発大学校
生産技術,電気ｴﾈﾙｷﾞｰ制御,
電子情報技術,建築,
生産機械ｼｽﾃﾑ技術,
生産電気ｼｽﾃﾑ技術,
生産電子情報ｼｽﾃﾑ技術,
建築施工ｼｽﾃﾑ技術

計190人

就職
そして未来

資格

知識・
技術

福岡市
飯塚市 田川市

小竹町

久留米市

北九州市

大牟田市
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福岡地域

（1）公共職業訓練の状況
ア 公共職業訓練の役割

　県内の公共職業能力開発施設は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64  
号）に基づき、県が直接管理運営する高等技術専門校及び障害者職業能力開発
校（以下「高等技術専門校等」という。）、さらに国（独立行政法人高齢・障害・求
職者雇用支援機構）が設置する職業能力開発促進センター(愛称：ポリテクセン
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H23年
〈2011年〉

H24年
〈2012年〉

H25年
〈2013年〉

H26年
〈2014年〉

H27年
〈2015年〉

H28年
〈2016年〉

R2年
〈2020年〉

H22年
〈2010年〉

県立高等技術専門校（7校）の訓練実施状況

イ 公共職業訓練の実施状況（令和３年度）

　本県が直接管理運営を行う職業能力開発施設は県立高等技術専門校7校、
国立県営の福岡障害者職業能力開発校の計8校があり、離転職者や学卒者を対
象に、41科目（定員1,055人）の訓練を実施しています。また、離転職者を対象
に、民間教育訓練機関を活用して213コース（定員4,464人）の訓練を実施して
います。
　国が設置する職業能力開発促進センターは県内2箇所あり、離職者を対象と
した訓練（定員1,026人）に加え、在職者を対象にした機械設計、機械加工、測
定・検査などの訓練（定員1,300人）を実施しています。
　ものづくり分野における実践的な人材の育成を目的に設置している九州職
業能力開発大学校では、高校卒業者等を対象とした専門課程、専門課程修了者
等を対象とした応用課程を設置し、高度職業訓練（定員190人）を実施していま
す。また、在職者を対象とした機械加工、制御システム設計、建築計画／建築意
匠設計などの訓練（定員1,797人）や民間機関等と連携した共同研究を実施し
ています。

出所：福岡県職業能力開発課集計
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出所：福岡県職業能力開発課集計

県立高等技術専門校（7校）の施設内訓練の入校率の推移
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ています。

出所：福岡県職業能力開発課集計
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出所：福岡県職業能力開発課集計

県立高等技術専門校（7校）の施設内訓練の入校率の推移
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・機械設計から製造・制御・保全等に対応できる技術（ＣＡＤ、３次元プリンタによる製品試作、
　ＣＡＭ支援によるＮＣ切削加工、シーケンス制御、機械・電気保全等の実習を実施）を習得

・技能検定(機械部門）、３次元ＣＡＤ利用技術者試験、第二種電気工事士他

・電気・電子・機械部門の各種プログラミングなど、ものづくり分野(製造業）で必要な幅広い
　知識・技能を習得

・第一種電気工事士、工事担当者ＤＤ3種、技能検定（普通旋盤、配電盤・制御盤組立）他

・汎用工作機械による切削加工、ＮＣ工作機械のプログラミングから加工、３Ｄプリンタによる
  製品試作の技能・技術を習得

・３次元ＣＡＤ利用技術者試験、技能検定（普通旋盤・機械検査）、機械設計技術者試験3級

・３Ｄ－ＣＡＤによる設計・製図、３Ｄプリンタによる製品試作の技能・技術を習得
・３次元ＣＡＤ利用技術者試験

・鉄、ステンレス、非鉄金属の溶接・溶断。手溶接、半自動溶接、ロボットによる溶接操作を習得
・ガス溶接技能講習、アーク溶接特別教育、クレーン運転特別教育、玉掛け技能講習、ＪＩＳ溶接

　技能者評価試験に基づく適格性証明書(半自動溶接、ステンレス鋼溶接）他

・電子制御システム化された自動車の分解、組み立て、調整、検査に係る理論と実技を関連づけ    
　ながら学習し、自動車整備に必要不可欠な知識・技能を習得

・2級・3級ガソリン自動車整備士実技試験免除(ガソリン、ジーゼル）、電気自動車等の整備業務    
　に係る特別教育他

・建築法規や構造物等の建築に関する知識と、木材加工などの施工に必要な技能を習得
・２級建築施工管理技士(学科）、建築ＣＡＤ検定、技能検定(ＦＰ、建築大工）、宅地建物取引士、  

　福祉住環境コーディネーター

・建物の仕上げに関する下地から仕上げまでの一連の左官施工について、壁塗り、タイル張り、 　
　ブロック積み、エクステリアのデザインと施工法を習得

・技能検定（左官）、２級エクステリアプランナー

・家具製作を主体として、木工具、木工材料、工作法、製図の学科。かんな、のこぎり等の手工具、
　木工機械の取り扱い方、組手加工法等を習得

・修了後に技能検定２級(家具手加工作業・木工建具手加工作業）の受験資格

・金属塗装・木工塗装・建築塗装・自動車塗装技術（塗膜はく離、素地調整から上塗りまでの
　一連の塗装工程、補修塗装）、色彩・デザインに関する知識・技能を習得

・危険物取扱者（乙４類）、有機溶剤作業主任者、技能検定(塗装）、色彩検定他

・一般用電気工作物である住宅全般、店舗、工場等の電気工事、ＣＡＤを使った電気設備配線
　設計、シーケンス制御、太陽光パネルの取り付けに関する知識・技能を習得

・第二種電気工事士、第一種電気工事士（3年の実務経験が必要）他

・ビルや商業施設、病院、食品工場や冷凍冷蔵倉庫などの冷凍空調設備の設計・施工・メンテ
　ナンスに関する知識・技能を習得

・第二種電気工事士、第三種冷凍機械責任者、２級管工事施工管理技士(学科免除）他

・コンピュータに関する基本知識と、各種プログラム言語によるプログラム作成、システム設計、　
　ネットワークの構築、スマートフォンアプリ、2D/3Dゲーム等のソフトウエア開発の知識・技能
　を習得

・基本情報技術者、プログラミング能力に関する検定、応用情報技術者

・簿記会計やビジネスマナーなど事務における一般常識、オフィス系ソフトを中心としたＯＡ
　機器の操作方法や文書作成、データ処理を習得

・日商・全経簿記、コンピュータサービス技能評価試験、全経ビジネスマナー検定等

・カタログなどの身近な印刷物作成についての必要な理論や知識、ＤＴＰソフトを用いた編集
　レイアウトから、印刷機操作、色彩やグラフィックデザインに関する専門知識を習得

・DTPエキスパート・マイスター、グラフィックデザイン検定、色彩検定

・縫製知識や製図の基礎知識及び色彩、工業ミシンや特殊ミシンの操作、製品製作を通して婦人
　既製服の構成や縫製技術を習得

・リテールマーケティング(販売士3級）、色彩検定3級

・高齢化や心身の障がいなどにより、日常生活に支援を必要とする方に対し、尊厳ある自立した　
　生活を送ることができるよう心身の状態に応じた介護提供能力を習得

・介護福祉士実務者研修修了証、地域レクリエーション指導員他

【知的障がいのある方】
・就職可能な職種の幅を広げる訓練を行う。小売店での商品のパックや袋詰め、清掃、物流、

　事務補助など技能を習得

【精神障がい、発達障がい、高次脳機能障がいのある方】
・ビジネスマナー・基礎体力の養成・コミュニケーションスキル等の社会生活技能、オフィス

　ワーク・物流・販売・製造・清掃等における基礎的な技能とこれに関する知識を習得

訓練系

機械・
メカトロニクス

３DーCAD機械システム科

ものづくり×プログラム科

デジタルエンジニアリング科

機械加工エンジニア科

機械CAD科

自動車整備科

建築科

木工家具科

塗装科

空調設備科

プログラム設計科

アパレルサービス科

介護サービス科

総合実務科

職域開発科

ロボット溶接技術科

溶接科

左官科

エクステリア左官科

電気設備科

電気工事科

OA事務科

流通ビジネス科

総合印刷システム科

商業デザイン科
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自動車

建築
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電気
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情報処理

印刷

アパレル

社会福祉

作業、
事務補助

合　計

オフィスビジネス

訓練科目名 訓練
期間 主な習得技術と取得可能な資格

R3
定員

（人）

※定員の（　）書きは、福岡障害者職業能力開発校の定員で内数。

■県が実施する施設内訓練 ■県が実施する委託訓練

○一般対象訓練　 訓練期間：３か月～８か月

スーコな主区　分

区　分

区　分

R3定員
(人)

504,1級中・級初ンコソパ一般事務分野

029系記簿ＡＯ会計事務分野

515務事療医医療事務分野

554修研者任初員職護介、修研者務実員職護介介護分野

ＩＴ分野 Ｗｅｂデザイン系、ビジネスＷｅｂ初級・中級、
スマートフォンアプリ開発、リモートビジネス 395

その他 ファイナンシャルプランナー、宅地建物取引士、
インテリアコーディネーター、造園・園芸、作業機械免許習得 545

○一般対象訓練（長期高度人材育成コース）　 訓練期間：１年以上２年以下

スーコな主 R3定員
(人)

72士祉福護介介護分野

05士育保福祉分野

52士養栄、士祉福会社、士術技量測、師容美その他

○障がい者対象訓練　 訓練期間：１か月～４か月

スーコな主 R3定員
(人)

知識・技能
コース

パソコン操作、ＯＡ事務、ビル清掃実務者
（訓練期間：３か月、４か月） 89

実践能力
コース

民間事業所を委託先とし、実際の事業に従事する訓練
（訓練期間：１か月） 30

特別支援学校
コース

民間事業所を委託先とし、実際の事業に従事する訓練
（対象：特別支援学校高等部３年生、訓練期間：１か月） 8
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・機械設計から製造・制御・保全等に対応できる技術（ＣＡＤ、３次元プリンタによる製品試作、
　ＣＡＭ支援によるＮＣ切削加工、シーケンス制御、機械・電気保全等の実習を実施）を習得

・技能検定(機械部門）、３次元ＣＡＤ利用技術者試験、第二種電気工事士他

・電気・電子・機械部門の各種プログラミングなど、ものづくり分野(製造業）で必要な幅広い
　知識・技能を習得

・第一種電気工事士、工事担当者ＤＤ3種、技能検定（普通旋盤、配電盤・制御盤組立）他

・汎用工作機械による切削加工、ＮＣ工作機械のプログラミングから加工、３Ｄプリンタによる
  製品試作の技能・技術を習得

・３次元ＣＡＤ利用技術者試験、技能検定（普通旋盤・機械検査）、機械設計技術者試験3級

・３Ｄ－ＣＡＤによる設計・製図、３Ｄプリンタによる製品試作の技能・技術を習得
・３次元ＣＡＤ利用技術者試験

・鉄、ステンレス、非鉄金属の溶接・溶断。手溶接、半自動溶接、ロボットによる溶接操作を習得
・ガス溶接技能講習、アーク溶接特別教育、クレーン運転特別教育、玉掛け技能講習、ＪＩＳ溶接

　技能者評価試験に基づく適格性証明書(半自動溶接、ステンレス鋼溶接）他

・電子制御システム化された自動車の分解、組み立て、調整、検査に係る理論と実技を関連づけ    
　ながら学習し、自動車整備に必要不可欠な知識・技能を習得

・2級・3級ガソリン自動車整備士実技試験免除(ガソリン、ジーゼル）、電気自動車等の整備業務    
　に係る特別教育他

・建築法規や構造物等の建築に関する知識と、木材加工などの施工に必要な技能を習得
・２級建築施工管理技士(学科）、建築ＣＡＤ検定、技能検定(ＦＰ、建築大工）、宅地建物取引士、  

　福祉住環境コーディネーター

・建物の仕上げに関する下地から仕上げまでの一連の左官施工について、壁塗り、タイル張り、 　
　ブロック積み、エクステリアのデザインと施工法を習得

・技能検定（左官）、２級エクステリアプランナー

・家具製作を主体として、木工具、木工材料、工作法、製図の学科。かんな、のこぎり等の手工具、
　木工機械の取り扱い方、組手加工法等を習得

・修了後に技能検定２級(家具手加工作業・木工建具手加工作業）の受験資格

・金属塗装・木工塗装・建築塗装・自動車塗装技術（塗膜はく離、素地調整から上塗りまでの
　一連の塗装工程、補修塗装）、色彩・デザインに関する知識・技能を習得

・危険物取扱者（乙４類）、有機溶剤作業主任者、技能検定(塗装）、色彩検定他

・一般用電気工作物である住宅全般、店舗、工場等の電気工事、ＣＡＤを使った電気設備配線
　設計、シーケンス制御、太陽光パネルの取り付けに関する知識・技能を習得

・第二種電気工事士、第一種電気工事士（3年の実務経験が必要）他

・ビルや商業施設、病院、食品工場や冷凍冷蔵倉庫などの冷凍空調設備の設計・施工・メンテ
　ナンスに関する知識・技能を習得

・第二種電気工事士、第三種冷凍機械責任者、２級管工事施工管理技士(学科免除）他

・コンピュータに関する基本知識と、各種プログラム言語によるプログラム作成、システム設計、　
　ネットワークの構築、スマートフォンアプリ、2D/3Dゲーム等のソフトウエア開発の知識・技能
　を習得

・基本情報技術者、プログラミング能力に関する検定、応用情報技術者

・簿記会計やビジネスマナーなど事務における一般常識、オフィス系ソフトを中心としたＯＡ
　機器の操作方法や文書作成、データ処理を習得

・日商・全経簿記、コンピュータサービス技能評価試験、全経ビジネスマナー検定等

・カタログなどの身近な印刷物作成についての必要な理論や知識、ＤＴＰソフトを用いた編集
　レイアウトから、印刷機操作、色彩やグラフィックデザインに関する専門知識を習得

・DTPエキスパート・マイスター、グラフィックデザイン検定、色彩検定

・縫製知識や製図の基礎知識及び色彩、工業ミシンや特殊ミシンの操作、製品製作を通して婦人
　既製服の構成や縫製技術を習得

・リテールマーケティング(販売士3級）、色彩検定3級

・高齢化や心身の障がいなどにより、日常生活に支援を必要とする方に対し、尊厳ある自立した　
　生活を送ることができるよう心身の状態に応じた介護提供能力を習得

・介護福祉士実務者研修修了証、地域レクリエーション指導員他

【知的障がいのある方】
・就職可能な職種の幅を広げる訓練を行う。小売店での商品のパックや袋詰め、清掃、物流、

　事務補助など技能を習得

【精神障がい、発達障がい、高次脳機能障がいのある方】
・ビジネスマナー・基礎体力の養成・コミュニケーションスキル等の社会生活技能、オフィス

　ワーク・物流・販売・製造・清掃等における基礎的な技能とこれに関する知識を習得

訓練系

機械・
メカトロニクス

３DーCAD機械システム科

ものづくり×プログラム科

デジタルエンジニアリング科

機械加工エンジニア科

機械CAD科

自動車整備科

建築科

木工家具科

塗装科

空調設備科

プログラム設計科

アパレルサービス科

介護サービス科

総合実務科

職域開発科

ロボット溶接技術科

溶接科

左官科

エクステリア左官科

電気設備科

電気工事科

OA事務科

流通ビジネス科

総合印刷システム科

商業デザイン科

2年

2年

1年

1年

1年

1年

1年

1年

1年

1年

1年

2年

1年

1年

1年

1年

6か月

20

20

30

20

（20）

85

90

110

60

30

30

80

20

40

150

1年

6か月

1年

2年

1年

6か月

20
（20）

40
（20）

60
（20）

110
（50）

20
（20）

1,055
（150）

金属加工

自動車

建築

塗装

電気

設備施工

情報処理

印刷

アパレル

社会福祉

作業、
事務補助

合　計

オフィスビジネス

訓練科目名 訓練
期間 主な習得技術と取得可能な資格

R3
定員

（人）

※定員の（　）書きは、福岡障害者職業能力開発校の定員で内数。

■県が実施する施設内訓練 ■県が実施する委託訓練

○一般対象訓練　 訓練期間：３か月～８か月

スーコな主区　分

区　分

区　分

R3定員
(人)

504,1級中・級初ンコソパ一般事務分野

029系記簿ＡＯ会計事務分野

515務事療医医療事務分野

554修研者任初員職護介、修研者務実員職護介介護分野

ＩＴ分野 Ｗｅｂデザイン系、ビジネスＷｅｂ初級・中級、
スマートフォンアプリ開発、リモートビジネス 395

その他 ファイナンシャルプランナー、宅地建物取引士、
インテリアコーディネーター、造園・園芸、作業機械免許習得 545

○一般対象訓練（長期高度人材育成コース）　 訓練期間：１年以上２年以下

スーコな主 R3定員
(人)

72士祉福護介介護分野

05士育保福祉分野

52士養栄、士祉福会社、士術技量測、師容美その他

○障がい者対象訓練　 訓練期間：１か月～４か月

スーコな主 R3定員
(人)

知識・技能
コース

パソコン操作、ＯＡ事務、ビル清掃実務者
（訓練期間：３か月、４か月） 89

実践能力
コース

民間事業所を委託先とし、実際の事業に従事する訓練
（訓練期間：１か月） 30

特別支援学校
コース

民間事業所を委託先とし、実際の事業に従事する訓練
（対象：特別支援学校高等部３年生、訓練期間：１か月） 8
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（2）企業・団体等における職業訓練の状況
ア 企業における職業訓練の役割

　企業においては、労働者の実践的な職業能力開発を図るため、労働者に対し
計画的にＯＪＴやＯＦＦ-ＪＴを受けられる機会を確保することが求められています。

イ 認定職業訓練の状況

　県では、企業・団体等が行う職業訓練で、教科、期間、設備等が国の基準に適
合している訓練を「認定職業訓練」として認定し、民間部門による職業訓練を支
援しています。

（3）教育機関の職業教育の状況
ア 教育機関の役割

　小・中・高校などでは、発達段階に応じたキャリア教育を推進しており、地域や
産業界とも連携しながら、児童生徒の望ましい職業観、勤労観を形成しています。
　大学や専修学校は、社会に出る前の学校教育課程として、より高度で幅広い
知識や技術・技能を付与することが期待されています。また、一旦社会に出た後
でも新たな知識や技術・技能の習得、あるいは専門性を更に深化させる教育を
受けることができるよう、社会人の学び直しやスキルアップのプログラムを提
供できる機関として、リカレント教育の推進が求められています。

イ 教育機関の状況

　本県においては、令和2（2020）年5月現在、大学等55校で133,094人、専
修学校160校で45,575人の学生・生徒を受け入れています。
　平成22（2010）年度と比較すると、大学、専修学校等ともに学校数は減少し
ていますが、専修学校の生徒数は2,795人増加しています。
　専修学校の生徒数について、平成22（2010）年度と令和2（2020）年度を分
野別で比較すると、医療分野で1,442人減少していますが、文化・教養分野で
1,865人、商業実務分野で1,684人、工業分野で1,456人増加しています。
　文化・教養分野には、特に近年デジタル化が進む映像・音楽、ＣＧデザイン、ア
ニメーション等の芸術性を高める学科や外国語系の学科等があり、商業実務分
野には、情報ビジネスなどコンピュータ化が進むオフィスワーク系の学科や旅
行、観光等のサービス関連の学科があります。工業分野では、自動車整備、土木、
建築、電気関連の技術者育成学科に加え、電子工学や情報工学学科においては
システムエンジニアやゲームクリエイター、ネットワークセキュリティなど、コン
ピュータやマルチメディアなどのIT関連の最新テクノロジーに対応した人材の
育成が行われています。
　このように、様々な分野にIT関連の知識、技術を習得する学科やカリキュラム
等が設定され、それらを学びたい生徒が増えてきていることが伺えます。
　また、専修学校においては、企業等との密接な連携により、最新の実務の知識
等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の
質の確保に組織的に取り組む専門課程を文部科学大臣が「職業実践課
程」として認定する制度が、平成25(2013)年度に創設されました。

ウ 福岡県職業能力開発協会の取組

　福岡県職業能力開発協会では、技能検定試験やコンピュータサービス技能評
価試験等各種検定試験に関する業務のほか、職業訓練指導員講習等各種講習
会、ものづくりマイスター及びＩＴマスターの認定、派遣などを実施し、企業での
人材育成の支援や若年技能者の人材育成に取り組んでいます。

本県の認定職業訓練事業所・団体（令和3年4月1日現在　21事業所・団体）

令和２年度マイスター等派遣実績　※（　）内は制度開始からの累計

認定職業訓練実施事業所・団体名

福岡板金高等職業訓練会

株式会社ヤマサキ

福岡畳職業訓練会

筑後配管設備高等職業訓練会

職業訓練法人久留米地区職業訓練協会

職業訓練法人北九州地区職業訓練協会

職業訓練法人福岡地区職業訓練協会

職業訓練法人豊前地区職業訓練協会

一般社団法人福岡県技能士会連合会

一般社団法人福岡県警備業協会

建築板金科

築炉科

セキュリティ科

ガラス施工科

技能向上訓練科・監督者訓練

技能向上訓練科

技能向上訓練科

技能向上訓練科

配管科

畳科

建築板金科（一級技能士コース）

訓練科 認定職業訓練実施事業所・団体名

ヤンマーアグリジャパン株式会社

一般社団法人福岡経営者労働福祉協会

福岡電気工事業協同組合

西部ガス株式会社

ビューティビジョン協同組合

アジアプロフェッショナルカレッジ

株式会社ラグジュアリー

江口美容所株式会社

株式会社エイジェック

ダイキン工業株式会社

株式会社wisdom

電気工事士科

農業機械整備科

美容科

冷凍空調設備科

技術科、製造科、行政科

理美容科、着付科、リラクゼーション科

美容科

美容科

美容科

ガス基礎科、ガス機器科、ガス配管科

躯体基礎科

訓練科

7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0

（人）

（年度）
H28年
〈2016年〉

H29年
〈2017年〉

H30年
〈2018年〉

R1年
〈2019年〉

R2年
〈2020年〉

出所：福岡県職業能力開発協会集計

出所：福岡県職業能力開発協会集計

福岡県におけるコンピュータサービス技能評価試験受験申請者数の推移

6,531

4,971 5,2325,3415,747

ものづくりマイスター ITマスター

開催数

延べ日数

延べ受講者数

124コース（957コース）

296日（2,711日）

2,358名（23,558名）

7コース（8コース）

13日（17日）

141名（301名）
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（2）企業・団体等における職業訓練の状況
ア 企業における職業訓練の役割

　企業においては、労働者の実践的な職業能力開発を図るため、労働者に対し
計画的にＯＪＴやＯＦＦ-ＪＴを受けられる機会を確保することが求められています。

イ 認定職業訓練の状況

　県では、企業・団体等が行う職業訓練で、教科、期間、設備等が国の基準に適
合している訓練を「認定職業訓練」として認定し、民間部門による職業訓練を支
援しています。

（3）教育機関の職業教育の状況
ア 教育機関の役割

　小・中・高校などでは、発達段階に応じたキャリア教育を推進しており、地域や
産業界とも連携しながら、児童生徒の望ましい職業観、勤労観を形成しています。
　大学や専修学校は、社会に出る前の学校教育課程として、より高度で幅広い
知識や技術・技能を付与することが期待されています。また、一旦社会に出た後
でも新たな知識や技術・技能の習得、あるいは専門性を更に深化させる教育を
受けることができるよう、社会人の学び直しやスキルアップのプログラムを提
供できる機関として、リカレント教育の推進が求められています。

イ 教育機関の状況

　本県においては、令和2（2020）年5月現在、大学等55校で133,094人、専
修学校160校で45,575人の学生・生徒を受け入れています。
　平成22（2010）年度と比較すると、大学、専修学校等ともに学校数は減少し
ていますが、専修学校の生徒数は2,795人増加しています。
　専修学校の生徒数について、平成22（2010）年度と令和2（2020）年度を分
野別で比較すると、医療分野で1,442人減少していますが、文化・教養分野で
1,865人、商業実務分野で1,684人、工業分野で1,456人増加しています。
　文化・教養分野には、特に近年デジタル化が進む映像・音楽、ＣＧデザイン、ア
ニメーション等の芸術性を高める学科や外国語系の学科等があり、商業実務分
野には、情報ビジネスなどコンピュータ化が進むオフィスワーク系の学科や旅
行、観光等のサービス関連の学科があります。工業分野では、自動車整備、土木、
建築、電気関連の技術者育成学科に加え、電子工学や情報工学学科においては
システムエンジニアやゲームクリエイター、ネットワークセキュリティなど、コン
ピュータやマルチメディアなどのIT関連の最新テクノロジーに対応した人材の
育成が行われています。
　このように、様々な分野にIT関連の知識、技術を習得する学科やカリキュラム
等が設定され、それらを学びたい生徒が増えてきていることが伺えます。
　また、専修学校においては、企業等との密接な連携により、最新の実務の知識
等を身につけられるよう教育課程を編成し、より実践的な職業教育の
質の確保に組織的に取り組む専門課程を文部科学大臣が「職業実践課
程」として認定する制度が、平成25(2013)年度に創設されました。

ウ 福岡県職業能力開発協会の取組

　福岡県職業能力開発協会では、技能検定試験やコンピュータサービス技能評
価試験等各種検定試験に関する業務のほか、職業訓練指導員講習等各種講習
会、ものづくりマイスター及びＩＴマスターの認定、派遣などを実施し、企業での
人材育成の支援や若年技能者の人材育成に取り組んでいます。

本県の認定職業訓練事業所・団体（令和3年4月1日現在　21事業所・団体）

令和２年度マイスター等派遣実績　※（　）内は制度開始からの累計

認定職業訓練実施事業所・団体名

福岡板金高等職業訓練会

株式会社ヤマサキ

福岡畳職業訓練会

筑後配管設備高等職業訓練会

職業訓練法人久留米地区職業訓練協会

職業訓練法人北九州地区職業訓練協会

職業訓練法人福岡地区職業訓練協会

職業訓練法人豊前地区職業訓練協会

一般社団法人福岡県技能士会連合会

一般社団法人福岡県警備業協会

建築板金科

築炉科

セキュリティ科

ガラス施工科

技能向上訓練科・監督者訓練

技能向上訓練科

技能向上訓練科

技能向上訓練科

配管科

畳科

建築板金科（一級技能士コース）

訓練科 認定職業訓練実施事業所・団体名

ヤンマーアグリジャパン株式会社

一般社団法人福岡経営者労働福祉協会

福岡電気工事業協同組合

西部ガス株式会社

ビューティビジョン協同組合

アジアプロフェッショナルカレッジ

株式会社ラグジュアリー

江口美容所株式会社

株式会社エイジェック

ダイキン工業株式会社

株式会社wisdom

電気工事士科

農業機械整備科

美容科

冷凍空調設備科

技術科、製造科、行政科

理美容科、着付科、リラクゼーション科

美容科
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出所：福岡県職業能力開発協会集計

出所：福岡県職業能力開発協会集計

福岡県におけるコンピュータサービス技能評価試験受験申請者数の推移

6,531

4,971 5,2325,3415,747

ものづくりマイスター ITマスター

開催数

延べ日数

延べ受講者数

124コース（957コース）

296日（2,711日）

2,358名（23,558名）

7コース（8コース）

13日（17日）

141名（301名）
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第10次福岡県職業能力
開発計画の取組状況と課題

部3第
第 1 1 次 福 岡 県
職業能力開発計画

本県では、令和2(2020)年度時点で70校、204学科が認定されています。
　また、大学、専修学校等及びその他教育関係事業所は、県が民間等へ委託し
て実施する職業訓練や国の求職者支援訓練の実施機関としての役割も果たし
ています。

出所：文部科学省「学校基本調査」

専修学校の分野別生徒数（福岡県）

出所：文部科学省「学校基本調査」

福岡県に所在する大学、専修学校等の学校数及び学生数

※大学等には、大学、短期大学、高等専門校を含む。

大学等

学校数（校） 学生数（人） 学校数（校） 生徒数（人）

H22（2010）年度

R2（2020）年度

57

55

136,304

133,094

169

160

42,780

45,575

専修学校

文化・
教養

11,344 14,096 5,895 4,401 5,082 1,574 388

13,209 12,654 7,579 5,857 4,588 1,331 357
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第10次福岡県職業能力
開発計画の取組状況と課題

部3第
第 1 1 次 福 岡 県
職業能力開発計画

本県では、令和2(2020)年度時点で70校、204学科が認定されています。
　また、大学、専修学校等及びその他教育関係事業所は、県が民間等へ委託し
て実施する職業訓練や国の求職者支援訓練の実施機関としての役割も果たし
ています。

出所：文部科学省「学校基本調査」

専修学校の分野別生徒数（福岡県）

出所：文部科学省「学校基本調査」

福岡県に所在する大学、専修学校等の学校数及び学生数

※大学等には、大学、短期大学、高等専門校を含む。

大学等
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第10次福岡県職業能力
開発計画の取組状況と課題部3第

　第10次福岡県職業能力開発計画を策定した平成29（2017）年における本県の
経済情勢は、製造品出荷額の約3割を占める自動車の生産が高水準で推移するとと
もに、消費は回復基調にありました。雇用情勢についても、有効求人倍率が1.54倍
となるなど高い水準で推移し、着実に改善が進んでいました。
　こうした経済・雇用情勢を踏まえ、4つの施策を柱として各種施策を推進してきま
した。

■第10次福岡県職業能力開発計画　施策体系
基本的施策の方向性 基本的施策

①若年者に対する支援

②中高年者や高齢者に対する支援

③女性やひとり親に対する支援

④非正規雇用労働者の正規雇用化に向けた支援

⑤障がい者に対する支援

⑴働く意欲のある
すべての人の、
個々の特性や希
望に応じた職業
能力開発の推進

①新規学卒者や離職者等に対する職業能力開発の推進

②在職者に対する職業能力開発の推進

③労働者の主体的な職業能力開発の取組に対する支援の推進

④技能評価認定制度の普及促進による職業能力評価制度の
　構築
⑤県や国等が連携した訓練コースの開発や、従来の公的職業
　訓練では実施できない職業訓練の実施

⑴企 業 ニ ー ズ に
沿った職業能力
開発の推進

１すべての人が能
力を発揮できる
社会の実現に向
けた人材育成の
推進

２産業人材の育成
の推進

３高等技術専門校
や障害者職業能
力開発校等の体
制強化

４技能が尊重され
る社会づくりの
推進

⑵学校教育と連携したキャリア教育の推進

⑵本県の産業政策に対応した人材育成の推進

⑶人材不足分野等における人材育成の推進

高等技術専門校や障害者職業能力開発校の施設内訓練

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練

技能の継承・振興

外国人技能実習生における技能実習の推進
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第10次福岡県職業能力
開発計画の取組状況と課題部3第

　第10次福岡県職業能力開発計画を策定した平成29（2017）年における本県の
経済情勢は、製造品出荷額の約3割を占める自動車の生産が高水準で推移するとと
もに、消費は回復基調にありました。雇用情勢についても、有効求人倍率が1.54倍
となるなど高い水準で推移し、着実に改善が進んでいました。
　こうした経済・雇用情勢を踏まえ、4つの施策を柱として各種施策を推進してきま
した。

■第10次福岡県職業能力開発計画　施策体系
基本的施策の方向性 基本的施策

①若年者に対する支援

②中高年者や高齢者に対する支援

③女性やひとり親に対する支援

④非正規雇用労働者の正規雇用化に向けた支援

⑤障がい者に対する支援

⑴働く意欲のある
すべての人の、
個々の特性や希
望に応じた職業
能力開発の推進

①新規学卒者や離職者等に対する職業能力開発の推進

②在職者に対する職業能力開発の推進

③労働者の主体的な職業能力開発の取組に対する支援の推進

④技能評価認定制度の普及促進による職業能力評価制度の
　構築
⑤県や国等が連携した訓練コースの開発や、従来の公的職業
　訓練では実施できない職業訓練の実施

⑴企 業 ニ ー ズ に
沿った職業能力
開発の推進

１すべての人が能
力を発揮できる
社会の実現に向
けた人材育成の
推進

２産業人材の育成
の推進

３高等技術専門校
や障害者職業能
力開発校等の体
制強化

４技能が尊重され
る社会づくりの
推進

⑵学校教育と連携したキャリア教育の推進

⑵本県の産業政策に対応した人材育成の推進

⑶人材不足分野等における人材育成の推進

高等技術専門校や障害者職業能力開発校の施設内訓練

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練

技能の継承・振興

外国人技能実習生における技能実習の推進
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（1）これまでの主な取組
○　年代別・対象別の就職支援センターにおいて、若年者、中高年齢者、女性、

障がいのある人など、個々の求職者の置かれた状況に応じたきめ細かな就
職・就労支援を行いました。また、コロナ禍での再就職支援体制を強化するた
め、若者就職支援センターと中高年就職支援センターにおいて、相談員を増
員するとともに、求人開拓専門員を配置しました。

（2）主な課題
○　15～34歳の若年者の失業率は、全年齢の平均を上回っており、また県内の

新規学卒者における卒業後3年以内の離職率も、全国平均を上回っています。
　　若者就職支援センター等各相談機関や高等技術専門校等がより一層連携

を強め、人材育成から就職支援までの一体となった支援が必要です。
○　少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少や、人生100年時代の到来

による職業人生の長期化を踏まえ、中高年齢者のキャリアを活かした職業能
力の蓄積を図るとともに、キャリア転換を希望する中高年齢者の職業能力開
発を推進することが必要です。
○　経済・社会環境の変化に対応して働き方もこれまで以上に多様化し、労働

者に求められる能力も変化していく中で、労働者が生涯を通じて学び続ける
必要性が高まっています。労働者の継続的な学びと自律的・主体的なキャリア
形成を支援するため、リカレント教育等の職業能力開発施策が求められます。
○　就職氷河期世代において、希望する就職ができず、不本意ながら不安定な

仕事に就いている人や、長期間無業の状態にある人の活躍の機会が広がる
よう職業能力開発の支援や就労先とのマッチング支援が必要です。
○　一人一人の能力や希望に応じた多様な働き方が選択でき、誰もが能力を発

揮できる社会の実現のため、ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をし
た人など働きづらさを抱える多様な人々に対しても、自立や就労につながる
きめ細かな支援が必要です。

１ すべての人が能力を発揮できる社会の実現に向けた人材育成の推進

○　委託訓練において、子育て中の人やひとり親が受講しやすい託児付き訓練
やe-ラーニングによる訓練を拡充しました。

○　令和3年度の事業として、新型コロナウイルス感染症の影響により休業を
余儀なくされた人、シフトが減少したシフト制で働く人等を対象として、働き
ながらスキルアップし、新たな就業をめざすことができるよう、民間教育訓練
機関等に委託して短期間・短時間の職業訓練を実施しました。

○　県立高校や特別支援学校において、地元企業と連携した商品の開発・販売   
など専門性の高い実践的な教育や、ものづくり教室など生徒が主体となった   
取組を実施しました。
○　平成30年度から、非正規雇用での就労期間が長い人の正社員就職を実現

するため、国家資格等の習得を支援する介護福祉士養成科、保育士養成科、
美容師養成科などの長期高度人材育成コースを短期大学、専門学校等に委
託して実施しました。

年代別・対象別就職支援センターの実績

名　称 実　績対象者

若者就職支援センター 概ね29歳までの求職者 就職者数 7,390 5,471 4,499 3,598

30代チャレンジ応援センター 概ね30～39歳までの求職者 就職者数 620 560 577 R2統合

中高年就職支援センター 概ね40～64歳までの求職者 就職者数 3,131 3,138 3,100 2,194

70歳現役応援センター 概ね60歳以上の就業や社会
参加を希望する高齢者 進路決定者数 1,497 1,611 1,678 1,710

若者サポートステーション 15～49歳までの若年無職者
（ニート） 進路決定者数 370 300 349 344

子育て女性就職支援センター 子育て中の女性等求職者 就職者数 882 802 903 482

障害者就業・生活支援センター 障がいのある求職者 就職者数 634 710 684 607

ひとり親サポートセンター ひとり親世帯及び宴婦世帯 就職者数 106 80 74 89

障がい者雇用拡大事業 障がいのある求職者 就職者数 91 205 280 297

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

（単位：人）

託児付き訓練
年度

コース数

28

43

54

56

66

44

80

72

75

65

ー

ー

1

2

3

ー

ー

5

12

12

託児人数 コース数 受講者数

H28

H29

H30

R1

R2

e-ラーニング（H30～）

入校者数

入校率

就職率

H30

91人

70.0%

86.8%

R1

88人

57.9%

90.4%

R2

61人

82.4%

ー

「長期高度人材育成コース」実施状況
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（1）これまでの主な取組
○　年代別・対象別の就職支援センターにおいて、若年者、中高年齢者、女性、

障がいのある人など、個々の求職者の置かれた状況に応じたきめ細かな就
職・就労支援を行いました。また、コロナ禍での再就職支援体制を強化するた
め、若者就職支援センターと中高年就職支援センターにおいて、相談員を増
員するとともに、求人開拓専門員を配置しました。

（2）主な課題
○　15～34歳の若年者の失業率は、全年齢の平均を上回っており、また県内の

新規学卒者における卒業後3年以内の離職率も、全国平均を上回っています。
　　若者就職支援センター等各相談機関や高等技術専門校等がより一層連携

を強め、人材育成から就職支援までの一体となった支援が必要です。
○　少子高齢化の進行による生産年齢人口の減少や、人生100年時代の到来

による職業人生の長期化を踏まえ、中高年齢者のキャリアを活かした職業能
力の蓄積を図るとともに、キャリア転換を希望する中高年齢者の職業能力開
発を推進することが必要です。
○　経済・社会環境の変化に対応して働き方もこれまで以上に多様化し、労働

者に求められる能力も変化していく中で、労働者が生涯を通じて学び続ける
必要性が高まっています。労働者の継続的な学びと自律的・主体的なキャリア
形成を支援するため、リカレント教育等の職業能力開発施策が求められます。
○　就職氷河期世代において、希望する就職ができず、不本意ながら不安定な

仕事に就いている人や、長期間無業の状態にある人の活躍の機会が広がる
よう職業能力開発の支援や就労先とのマッチング支援が必要です。
○　一人一人の能力や希望に応じた多様な働き方が選択でき、誰もが能力を発

揮できる社会の実現のため、ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をし
た人など働きづらさを抱える多様な人々に対しても、自立や就労につながる
きめ細かな支援が必要です。

１ すべての人が能力を発揮できる社会の実現に向けた人材育成の推進

○　委託訓練において、子育て中の人やひとり親が受講しやすい託児付き訓練
やe-ラーニングによる訓練を拡充しました。

○　令和3年度の事業として、新型コロナウイルス感染症の影響により休業を
余儀なくされた人、シフトが減少したシフト制で働く人等を対象として、働き
ながらスキルアップし、新たな就業をめざすことができるよう、民間教育訓練
機関等に委託して短期間・短時間の職業訓練を実施しました。

○　県立高校や特別支援学校において、地元企業と連携した商品の開発・販売   
など専門性の高い実践的な教育や、ものづくり教室など生徒が主体となった   
取組を実施しました。
○　平成30年度から、非正規雇用での就労期間が長い人の正社員就職を実現

するため、国家資格等の習得を支援する介護福祉士養成科、保育士養成科、
美容師養成科などの長期高度人材育成コースを短期大学、専門学校等に委
託して実施しました。

年代別・対象別就職支援センターの実績

名　称 実　績対象者

若者就職支援センター 概ね29歳までの求職者 就職者数 7,390 5,471 4,499 3,598

30代チャレンジ応援センター 概ね30～39歳までの求職者 就職者数 620 560 577 R2統合

中高年就職支援センター 概ね40～64歳までの求職者 就職者数 3,131 3,138 3,100 2,194

70歳現役応援センター 概ね60歳以上の就業や社会
参加を希望する高齢者 進路決定者数 1,497 1,611 1,678 1,710

若者サポートステーション 15～49歳までの若年無職者
（ニート） 進路決定者数 370 300 349 344

子育て女性就職支援センター 子育て中の女性等求職者 就職者数 882 802 903 482

障害者就業・生活支援センター 障がいのある求職者 就職者数 634 710 684 607

ひとり親サポートセンター ひとり親世帯及び宴婦世帯 就職者数 106 80 74 89

障がい者雇用拡大事業 障がいのある求職者 就職者数 91 205 280 297

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

（単位：人）

託児付き訓練
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「長期高度人材育成コース」実施状況
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（1）これまでの主な取組
○　福岡県工業技術センター等において、本県の基幹産業であるものづくり分

野における中核人材の育成や、成長分野における人材の育成を支援しました。
○　高等技術専門校の施設内訓練や民間教育訓練機関等を活用した委託訓練

において、介護、建設、IT等人材不足分野の人材育成に取り組みました。
○　福岡県認定訓練助成事業費補助金を活用して、事業主等が在職者に対して

行う職業訓練の実施を促進してきました。

（1）これまでの主な取組
○　高等技術専門校において、企業のニーズや技術の進歩に応じ、即戦力とな

る人材を育成するために、カリキュラムの見直しを行うとともに、指導員に求
められる新たな知識・技術、指導技術の向上に取り組みました。　　

　

○　コロナ禍での継続した訓練を実現するため、学科の一部にオンライン訓練
を導入しました。　　

○　地域の求人ニーズや年度中途離職者の受講ニーズに対応するため、戸畑校
の溶接科について訓練期間の見直し（1年→6か月）を行いました。

○　高等技術専門校では、就職相談や企業への求人開拓等を行う就職等相談
員を各校1名配置するなど、訓練生への就職支援に取り組みました。

○　障害者職業能力開発校において、精神障がい、発達障がい、高次脳機能障
がいのある人を対象とした訓練科目を新設しました。

　（令和3年度4月開講、定員10名、訓練期間6か月）
○　精神障がいや発達障がいのある（疑いのある）訓練生に配慮した訓練を行

うため、精神保健福祉士を高等技術専門校に3名、福岡障害者職業能力開発
校に2名配置し、相談対応を実施しました。

（2）主な課題
○　改善傾向にあった本県の有効求人倍率は、コロナ禍により、令和2（2020）

年度には1.06倍まで低下するなど、先行きが不透明な状況となっています。
　　今後、経済・社会情勢の変化や雇用情勢を注視しつつ、機動的な雇用対策

や人材育成施策が必要です。
○　世界的なデジタル化の潮流を受け、わが国では、令和12(2030)年にはIT

人材が45万人不足すると予測されています。本県でも、情報通信分野以外の
企業では、5割以上の企業がIT導入に関して人材やノウハウが不足している
と感じているほか、情報通信分野の企業では、約9割の企業がIT人材の不足
を感じており、IT人材の育成が急務となっています。

○　今後、社会全体のDX（デジタルトランスフォーメーション）の加速化によっ
て、あらゆる産業分野において、IT技術の利活用ができる人材が求められる
ことから、全ての働く人にITに関する知識・技術の習得を推進していく必要が
あります。

○　人材不足となっている分野は解消されておらず、引き続き、地域ニーズを踏
まえた人材を育成するとともに、訓練に新たな価値（知識・技術）を付加し、特
に若い世代が魅力を感じるような訓練を提供することが必要です。

○　2050年カーボンニュートラルに向けたグリーン社会の実現、本県の将来
の発展を支える新たな成長産業の創出や国際金融機能の誘致など、本県が
進めていく産業政策と一体となった人材育成が必要です。

２ 産業人材の育成の推進 ３ 高等技術専門校や障害者職業能力開発校等の体制強化

○　職業訓練の認知度向上及び入校者数増を図るため、県の広報媒体（ホーム
ページ、フェイスブック）の活用や、高等学校等への入校案内・ポスターの配
布、オープンキャンパス、市町村広報誌への掲載などを行いました。

　　また、入校の契機が公共職業安定所（ハローワーク）の紹介であることが
多いことから、公共職業安定所（ハローワーク）の職員を対象とした高
等技術専門校への施設見学や、公共職業安定所（ハローワーク）への
高等技術専門校のPR動画の提供など情報提供の充実に努めました。

年 度 合　計

586件

1,027件

903件

1,213件

107件

272件

234件

184件

424件

697件

592件

985件

55件

58件

77件

44件

訓 練 生 指 導 員 そ の 他

H29

H30

R1

R2

相 談 者

〈相談件数〉

※「その他」は障害者就業・生活支援センター、市町村、事業者数

・エクステリア左官科：エクステリア施工技術、ペーパーレス化に対応した
　　　　　　　　　  タブレット端末操作技術の習得
・ロボット溶接技術科：溶接技能評価試験対策の充実　　など
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（1）これまでの主な取組
○　福岡県工業技術センター等において、本県の基幹産業であるものづくり分

野における中核人材の育成や、成長分野における人材の育成を支援しました。
○　高等技術専門校の施設内訓練や民間教育訓練機関等を活用した委託訓練

において、介護、建設、IT等人材不足分野の人材育成に取り組みました。
○　福岡県認定訓練助成事業費補助金を活用して、事業主等が在職者に対して

行う職業訓練の実施を促進してきました。

（1）これまでの主な取組
○　高等技術専門校において、企業のニーズや技術の進歩に応じ、即戦力とな

る人材を育成するために、カリキュラムの見直しを行うとともに、指導員に求
められる新たな知識・技術、指導技術の向上に取り組みました。　　

　

○　コロナ禍での継続した訓練を実現するため、学科の一部にオンライン訓練
を導入しました。　　

○　地域の求人ニーズや年度中途離職者の受講ニーズに対応するため、戸畑校
の溶接科について訓練期間の見直し（1年→6か月）を行いました。

○　高等技術専門校では、就職相談や企業への求人開拓等を行う就職等相談
員を各校1名配置するなど、訓練生への就職支援に取り組みました。

○　障害者職業能力開発校において、精神障がい、発達障がい、高次脳機能障
がいのある人を対象とした訓練科目を新設しました。

　（令和3年度4月開講、定員10名、訓練期間6か月）
○　精神障がいや発達障がいのある（疑いのある）訓練生に配慮した訓練を行

うため、精神保健福祉士を高等技術専門校に3名、福岡障害者職業能力開発
校に2名配置し、相談対応を実施しました。

（2）主な課題
○　改善傾向にあった本県の有効求人倍率は、コロナ禍により、令和2（2020）

年度には1.06倍まで低下するなど、先行きが不透明な状況となっています。
　　今後、経済・社会情勢の変化や雇用情勢を注視しつつ、機動的な雇用対策

や人材育成施策が必要です。
○　世界的なデジタル化の潮流を受け、わが国では、令和12(2030)年にはIT

人材が45万人不足すると予測されています。本県でも、情報通信分野以外の
企業では、5割以上の企業がIT導入に関して人材やノウハウが不足している
と感じているほか、情報通信分野の企業では、約9割の企業がIT人材の不足
を感じており、IT人材の育成が急務となっています。

○　今後、社会全体のDX（デジタルトランスフォーメーション）の加速化によっ
て、あらゆる産業分野において、IT技術の利活用ができる人材が求められる
ことから、全ての働く人にITに関する知識・技術の習得を推進していく必要が
あります。

○　人材不足となっている分野は解消されておらず、引き続き、地域ニーズを踏
まえた人材を育成するとともに、訓練に新たな価値（知識・技術）を付加し、特
に若い世代が魅力を感じるような訓練を提供することが必要です。

○　2050年カーボンニュートラルに向けたグリーン社会の実現、本県の将来
の発展を支える新たな成長産業の創出や国際金融機能の誘致など、本県が
進めていく産業政策と一体となった人材育成が必要です。

２ 産業人材の育成の推進 ３ 高等技術専門校や障害者職業能力開発校等の体制強化

○　職業訓練の認知度向上及び入校者数増を図るため、県の広報媒体（ホーム
ページ、フェイスブック）の活用や、高等学校等への入校案内・ポスターの配
布、オープンキャンパス、市町村広報誌への掲載などを行いました。

　　また、入校の契機が公共職業安定所（ハローワーク）の紹介であることが
多いことから、公共職業安定所（ハローワーク）の職員を対象とした高
等技術専門校への施設見学や、公共職業安定所（ハローワーク）への
高等技術専門校のPR動画の提供など情報提供の充実に努めました。

年 度 合　計

586件

1,027件

903件

1,213件

107件

272件

234件

184件

424件

697件

592件

985件

55件
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44件

訓 練 生 指 導 員 そ の 他

H29

H30

R1

R2

相 談 者

〈相談件数〉

※「その他」は障害者就業・生活支援センター、市町村、事業者数

・エクステリア左官科：エクステリア施工技術、ペーパーレス化に対応した
　　　　　　　　　  タブレット端末操作技術の習得
・ロボット溶接技術科：溶接技能評価試験対策の充実　　など
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（2）主な課題
○　デジタル社会の進展や社会・経済情勢の変化に対応し、企業が必要とする
技術・技能を習得できるよう、施設・設備の導入など受け入れ環境の整備と併
せ、柔軟に訓練メニューを見直していくことが必要です。

○　高等技術専門校等では、施設の修繕やバリアフリー化への対応を順次進め
てきましたが、令和3（2021）年現在、耐震補強は行っているものの、屋上防
水や外壁等に各所に劣化が見られる建物や、バリアフリー化に対応できてい
ない箇所が見られます。誰もが安全な環境で、安心して訓練を受けることがで
きる環境を整える必要があります。
○　コロナ禍による「新たな日常」への対応の一環として、令和3年度から訓練
の一部にオンライン訓練を導入しているところであり、今後、実施状況や効果
等を検証するとともに、企業において進められているテレワークに対応した
訓練など訓練内容の充実を図っていく必要があります。

○　障がいのある人の新規求職者が増加している中、障がい特性やニーズに
応じた就職が実現できるよう訓練環境を整備することが必要です。
○　高等技術専門校の入校・就職状況を見ると、人手不足が顕著な塗装、金属
加工、設備施工、機械分野の科目は、求人ニーズは高いものの入校率が低迷
しています。
　　引き続き、求人・求職ニーズを踏まえ、特に若い世代にものづくり分野の魅
力や将来性を伝える広報を積極的に進めていく必要があります。
　　また、本県が取り組む職業能力開発施策に関する情報が、求職者、在職者、
企業等に的確に伝わるよう、デジタル技術も活用しながら情報発信を強化し
ていく必要があります。

〈県内企業アンケート〉

高等技術専門校の認知度に関するアンケート結果
（R2年度職業能力開発課実施）
・県政モニターアンケート　n＝379　「全く知らない、知らなかった」：31.7％

・企業ニーズ調査　　　　　n＝179　「知らない」：39.0％

業　種 社内でのOJTでは養成しがたい技術・技能

3次元CAD、建築CAD、建築施工管理技士、ICT建設機械操作

CAD、CAM、ロボットプログラミング、電気回路

システム開発、プログラム言語、ネットワークエンジニア

コミュニケーション技法、アンガーマネジメント、リスクマネジメント

建設業

製造業

情報通信業

医療・福祉

企業のテレワークの導入状況

導入している 今後導入予定

出所：総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成
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（2）主な課題
○　デジタル社会の進展や社会・経済情勢の変化に対応し、企業が必要とする
技術・技能を習得できるよう、施設・設備の導入など受け入れ環境の整備と併
せ、柔軟に訓練メニューを見直していくことが必要です。

○　高等技術専門校等では、施設の修繕やバリアフリー化への対応を順次進め
てきましたが、令和3（2021）年現在、耐震補強は行っているものの、屋上防
水や外壁等に各所に劣化が見られる建物や、バリアフリー化に対応できてい
ない箇所が見られます。誰もが安全な環境で、安心して訓練を受けることがで
きる環境を整える必要があります。
○　コロナ禍による「新たな日常」への対応の一環として、令和3年度から訓練
の一部にオンライン訓練を導入しているところであり、今後、実施状況や効果
等を検証するとともに、企業において進められているテレワークに対応した
訓練など訓練内容の充実を図っていく必要があります。

○　障がいのある人の新規求職者が増加している中、障がい特性やニーズに
応じた就職が実現できるよう訓練環境を整備することが必要です。
○　高等技術専門校の入校・就職状況を見ると、人手不足が顕著な塗装、金属
加工、設備施工、機械分野の科目は、求人ニーズは高いものの入校率が低迷
しています。
　　引き続き、求人・求職ニーズを踏まえ、特に若い世代にものづくり分野の魅
力や将来性を伝える広報を積極的に進めていく必要があります。
　　また、本県が取り組む職業能力開発施策に関する情報が、求職者、在職者、
企業等に的確に伝わるよう、デジタル技術も活用しながら情報発信を強化し
ていく必要があります。

〈県内企業アンケート〉

高等技術専門校の認知度に関するアンケート結果
（R2年度職業能力開発課実施）
・県政モニターアンケート　n＝379　「全く知らない、知らなかった」：31.7％

・企業ニーズ調査　　　　　n＝179　「知らない」：39.0％

業　種 社内でのOJTでは養成しがたい技術・技能

3次元CAD、建築CAD、建築施工管理技士、ICT建設機械操作

CAD、CAM、ロボットプログラミング、電気回路

システム開発、プログラム言語、ネットワークエンジニア

コミュニケーション技法、アンガーマネジメント、リスクマネジメント

建設業

製造業

情報通信業

医療・福祉

企業のテレワークの導入状況

導入している 今後導入予定

出所：総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成
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＜県内４地域における県の職業訓練の状況＞
○福岡地域

【施設内訓練】
・福岡校の施設は、築年数が浅く（築３年）、バリアフリー化にも対応。
・IT系科目の応募率が高い。
・金属加工系科目の応募率が低迷。
・就職率が高い。

【委託訓練】
・応募率は197.1%（県平均146.1%）と高く、特にIT系、オフィスワーク系科目が高い。
・新しくリモートビジネス科を設定する等、訓練ニーズに対応してIT系のコース数を
  増やしている。

・就職率は、介護分野や長期高度人材コースが高い。
【域内の状況】
・生産年齢人口も多く、理工系大学も多く集積。

【課題】
・福岡地域はステンレスの薄板溶接のニーズが高いため、H29年度にロボット溶接科に
  レーザー切断機を導入。入校率向上に向け、訓練内容の認知など積極的な広報が必要。

・IT系訓練は、応募者が定員を超えており、今後拡充が必要。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 2,662,156人 
（年少人口 365,309人、生産年齢人口 1,637,557人、老年人口 625,102人）

教育機関の立地状況

校　名 訓練科目名

福岡
高等技術専門校

委託訓練

大学等　43校　　専修学校　88校　　合計　131校

自動車整備科
プログラム設計科
総合印刷システム科
空調設備科
電気設備科
建築科
ロボット溶接技術科
ロボット溶接技術科（企業実習付）
デジタルエンジニアリング科
アパレルサービス科
一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

訓練
期間

R3定員
（人）

20 111.7 98.3 100.02年
20 206.7 100.0 100.02年
20 90.0 83.3 81.81年
20 58.3 55.0 100.01年
30 95.6 88.9 100.01年
30 97.8 84.4 95.21年
10 56.7 50.0 88.91年
10 40.0 36.7 100.01年
30 94.5 84.5 66.71年

1年 20 143.3 98.3 85.0
300 247.3 107.3 83.3
230 198.3 95.6 81.5
100 148.0 101.1 75.5
195 109.2 83.3 91.5
240 366.4 104.4 82.1
265 131.7 91.2 70.7

18 58.5 54.8 85.7
21 84.3 70.2 100.0
22 114.1 81.7 88.9

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）

○北九州地域

【施設内訓練】
・小倉校（本館棟）は、築49年が経過しており、屋上防水や外壁の改修時期が間近。
・小倉校のOA事務科棟はバリアフリー化未対応。
・戸畑校の３D-CAD機械システム科では、設計から製造・制御・保全等に対応できる
  多能工を養成。

・戸畑校の溶接科は入校機会を増やすため、訓練期間を1年から6ヶ月に変更。
・就職に有利な資格取得が可能。
・戸畑校のものづくり系の科目は応募率が低迷。
・就職率が高い。

【委託訓練】
・応募率は140.8%（県平均146.1％）と高く、IT系が高い。
・就職率は、医療事務や長期高度人材コースが高い。

【域内の状況】
・ものづくり分野の企業が多く集積し、複数の理工系大学や高専も立地。

【課題】
・IT系訓練は、応募者が定員を超えており、今後拡充が必要。
・今後、製造現場でのIoT 技術の導入が急速に進み、IT技術を持った技能者のニーズが高
  まることから、戸畑校の３D-CAD機械システム科に、プログラミングとシステム構築の訓
  練を検討。

・地域のニーズに対応するため、ものづくり系の科目は適宜見直しを行っているが、
  訓練内容の周知が不十分であるため、高等学校等への情報発信に加えハローワ
  ークとの一層の連携が必要。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 1,253,515人
（年少人口 153,025人、生産年齢人口 690,261人、老年人口 393,951人）

教育機関の立地状況

校　名 訓練科目名

小倉
高等技術専門校

戸畑
高等技術専門校

大学等　21校　　専修学校　40校　　合計　61校

3D-CAD機械システム科
溶接科
溶接科（企業実習付）
介護サービス科
OA事務科
左官科
建築科
アパレルサービス科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 55.0 51.7 75.02年
30（15×2） 54.9 46.9 100.06か月
10（5×2） 23.3 23.3 100.06か月
60（30×2） 95.6 86.1 88.16か月

20 80.0 73.3 100.01年
30 43.3 36.7 91.71年
30 87.8 80.0 81.31年
20 110.0 91.7 85.71年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

290 137.0 93.5 80.6
185 125.0 94.2 82.7
120 116.1 92.8 88.0
60 115.1 83.7 84.4
50 282.9 105.3 71.1

105 147.3 90.1 70.8
ー ー ー 100.0
7 86.3 81.5 100.0

ー ー ー ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）
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＜県内４地域における県の職業訓練の状況＞
○福岡地域

【施設内訓練】
・福岡校の施設は、築年数が浅く（築３年）、バリアフリー化にも対応。
・IT系科目の応募率が高い。
・金属加工系科目の応募率が低迷。
・就職率が高い。

【委託訓練】
・応募率は197.1%（県平均146.1%）と高く、特にIT系、オフィスワーク系科目が高い。
・新しくリモートビジネス科を設定する等、訓練ニーズに対応してIT系のコース数を
  増やしている。

・就職率は、介護分野や長期高度人材コースが高い。
【域内の状況】
・生産年齢人口も多く、理工系大学も多く集積。

【課題】
・福岡地域はステンレスの薄板溶接のニーズが高いため、H29年度にロボット溶接科に
  レーザー切断機を導入。入校率向上に向け、訓練内容の認知など積極的な広報が必要。

・IT系訓練は、応募者が定員を超えており、今後拡充が必要。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 2,662,156人 
（年少人口 365,309人、生産年齢人口 1,637,557人、老年人口 625,102人）

教育機関の立地状況

校　名 訓練科目名

福岡
高等技術専門校

委託訓練

大学等　43校　　専修学校　88校　　合計　131校

自動車整備科
プログラム設計科
総合印刷システム科
空調設備科
電気設備科
建築科
ロボット溶接技術科
ロボット溶接技術科（企業実習付）
デジタルエンジニアリング科
アパレルサービス科
一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

訓練
期間

R3定員
（人）

20 111.7 98.3 100.02年
20 206.7 100.0 100.02年
20 90.0 83.3 81.81年
20 58.3 55.0 100.01年
30 95.6 88.9 100.01年
30 97.8 84.4 95.21年
10 56.7 50.0 88.91年
10 40.0 36.7 100.01年
30 94.5 84.5 66.71年

1年 20 143.3 98.3 85.0
300 247.3 107.3 83.3
230 198.3 95.6 81.5
100 148.0 101.1 75.5
195 109.2 83.3 91.5
240 366.4 104.4 82.1
265 131.7 91.2 70.7

18 58.5 54.8 85.7
21 84.3 70.2 100.0
22 114.1 81.7 88.9

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）

○北九州地域

【施設内訓練】
・小倉校（本館棟）は、築49年が経過しており、屋上防水や外壁の改修時期が間近。
・小倉校のOA事務科棟はバリアフリー化未対応。
・戸畑校の３D-CAD機械システム科では、設計から製造・制御・保全等に対応できる
  多能工を養成。

・戸畑校の溶接科は入校機会を増やすため、訓練期間を1年から6ヶ月に変更。
・就職に有利な資格取得が可能。
・戸畑校のものづくり系の科目は応募率が低迷。
・就職率が高い。

【委託訓練】
・応募率は140.8%（県平均146.1％）と高く、IT系が高い。
・就職率は、医療事務や長期高度人材コースが高い。

【域内の状況】
・ものづくり分野の企業が多く集積し、複数の理工系大学や高専も立地。

【課題】
・IT系訓練は、応募者が定員を超えており、今後拡充が必要。
・今後、製造現場でのIoT 技術の導入が急速に進み、IT技術を持った技能者のニーズが高
  まることから、戸畑校の３D-CAD機械システム科に、プログラミングとシステム構築の訓
  練を検討。

・地域のニーズに対応するため、ものづくり系の科目は適宜見直しを行っているが、
  訓練内容の周知が不十分であるため、高等学校等への情報発信に加えハローワ
  ークとの一層の連携が必要。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 1,253,515人
（年少人口 153,025人、生産年齢人口 690,261人、老年人口 393,951人）

教育機関の立地状況

校　名 訓練科目名

小倉
高等技術専門校

戸畑
高等技術専門校

大学等　21校　　専修学校　40校　　合計　61校

3D-CAD機械システム科
溶接科
溶接科（企業実習付）
介護サービス科
OA事務科
左官科
建築科
アパレルサービス科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 55.0 51.7 75.02年
30（15×2） 54.9 46.9 100.06か月
10（5×2） 23.3 23.3 100.06か月
60（30×2） 95.6 86.1 88.16か月

20 80.0 73.3 100.01年
30 43.3 36.7 91.71年
30 87.8 80.0 81.31年
20 110.0 91.7 85.71年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

290 137.0 93.5 80.6
185 125.0 94.2 82.7
120 116.1 92.8 88.0
60 115.1 83.7 84.4
50 282.9 105.3 71.1

105 147.3 90.1 70.8
ー ー ー 100.0
7 86.3 81.5 100.0

ー ー ー ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）
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○筑後地域 域内人口　794,065人
（年少人口101,082人、生産年齢人口　436,442人、老年人口246,406人）

【施設内訓練】
・大牟田校本館棟は築53年、溶接科実習棟は築54年が経過しており、屋根、外壁等各所       
　で劣化が進行。
・久留米校は、バリアフリー化に対応しているものの、大牟田校はバリアフリー化未対応。
・大牟田校は、浸水想定区域（大牟田市ハザードマップ）に立地しており、R2.7月豪雨時に
  実習棟が浸水し、施設・設備に大きな被害が発生。
・久留米校、大牟田校とも、ものづくり系科目の応募率が低いが就職率は高い。

【委託訓練】
・応募率は114.5%県平均（146.1％）と比べると低いが、IT系は高い。
・就職率は、医療事務が高い。

【域内の状況】
・IT系の教育機関は、主に久留米市周辺に立地しており、大牟田市周辺にはない。

【課題】
・ニーズに対応するため、IT系訓練の一層の拡充が必要である。
・大牟田市の基幹産業である製造業でもIT化を進めているが、IT人材の育成と確保が課
  題。若者の受講ニーズが高いIT系科目を設置すれば、筑後地域に限らず、隣接する熊本県
  からの応募が見込まれるが、大牟田市内には訓練を委託する民間事業所がない。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

教育機関の立地状況 大学等　11校　　専修学校　23校　　合計　34校

○筑豊地域

【施設内訓練】
・田川校（本館棟、実習棟）は、築年数が31年を経過しており、屋上防水や外壁に劣化が見られる。
・田川校自動車整備科の応募率が低い。
・田川校のエクステリア左官科は、カリキュラムの見直しを実施。（ガーデニング施工、
  タブレット端末操作技術の習得）
・小竹校の建築科もカリキュラムの見直しを実施。（宅地建物取引士、福祉住環境コーディ
  ネーターの資格取得）
・小竹校のIT系科目は、例年定員を充足。
・小竹校の介護サービス科は、訓練期間を6ヶ月から1年に変更し、訓練内容を充実。
  （PCリテラシーと認知症サポーターの資格を追加）
・田川校・小竹校とも、ものづくり系科目の応募率が低いが就職率は良好。
・自家用車通校の訓練生の割合が高い。特に小竹校は最寄り駅から遠く、
  公共交通機関での通校が困難な立地。

【委託訓練】
・応募率は109.2%と県平均（146.1％）と比べると低いが、IT系は高い。
・就職率は、IT系や介護が高い。

【域内の状況】
・大学、専修学校等の教育機関が少なく、IT系の民間教育機関も少ない。

【課題】
・委託訓練において、IT系訓練が実施可能な委託先の開拓が必要。
・ものづくり系科目の応募が低くなっており、地域ニーズにマッチした訓練内容に
  見直す必要がある。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 400,377人
（年少人口 49,724人、生産年齢人口 208,615人、老年人口 140,593人）

教育機関の立地状況 大学等　4校　　専修学校　6校　　合計　10校

校　名 訓練科目名

小竹
高等技術専門校

田川
高等技術専門校

OA事務科
電気工事科
自動車整備科
木工家具科
エクステリア左官科
プログラム設計科
自動車整備科
機械加工エンジニア科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 76.7 70.0 82.41年
20 96.7 81.7 92.31年
30 53.3 41.1 70.01年
30 104.4 87.8 70.81年
30 34.5 30.0 83.31年
20 141.7 100.0 100.02年
20 101.7 90.0 100.02年
20 45.6 38.9 100.01年

建築科 20 66.1 63.3 88.91年
塗装科 30 33.3 25.5 100.01年
介護サービス科 30 96.6 88.9 95.71年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

335 107.8 88.0 83.6
255 100.9 87.5 81.8
120 103.1 83.8 72.2
120 106.6 83.3 90.9
60 146.6 99.4 91.2
85 126.7 98.0 68.2
ー ー ー ー
8 145.8 87.5 100.0

ー ー ー ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）

校　名 訓練科目名

大牟田
高等技術専門校

久留米
高等技術専門校

ものづくり×プログラム科
自動車整備科
建築科
介護サービス科
電気設備科
OA事務科
ロボット溶接技術科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 45.0 36.7 100.02年
20 75.0 68.3 100.02年
30 77.8 71.1 92.01年

60（30×2） 103.9 87.8 83.46か月
30 33.3 30.0 100.01年
20 110.0 101.7 100.01年
25 30.7 26.7 100.01年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

480 123.3 92.7 78.9
250 114.5 85.5 83.2
175 86.6 76.2 83.9
80 70.7 60.4 79.1
45 159.4 77.2 80.0
90 113.2 80.6 58.8

9 46.8 46.8 50.0
14 85.1 78.3 90.9

3 95.6 88.9 ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）
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○筑後地域 域内人口　794,065人
（年少人口101,082人、生産年齢人口　436,442人、老年人口246,406人）

【施設内訓練】
・大牟田校本館棟は築53年、溶接科実習棟は築54年が経過しており、屋根、外壁等各所       
　で劣化が進行。
・久留米校は、バリアフリー化に対応しているものの、大牟田校はバリアフリー化未対応。
・大牟田校は、浸水想定区域（大牟田市ハザードマップ）に立地しており、R2.7月豪雨時に
  実習棟が浸水し、施設・設備に大きな被害が発生。
・久留米校、大牟田校とも、ものづくり系科目の応募率が低いが就職率は高い。

【委託訓練】
・応募率は114.5%県平均（146.1％）と比べると低いが、IT系は高い。
・就職率は、医療事務が高い。

【域内の状況】
・IT系の教育機関は、主に久留米市周辺に立地しており、大牟田市周辺にはない。

【課題】
・ニーズに対応するため、IT系訓練の一層の拡充が必要である。
・大牟田市の基幹産業である製造業でもIT化を進めているが、IT人材の育成と確保が課
  題。若者の受講ニーズが高いIT系科目を設置すれば、筑後地域に限らず、隣接する熊本県
  からの応募が見込まれるが、大牟田市内には訓練を委託する民間事業所がない。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

教育機関の立地状況 大学等　11校　　専修学校　23校　　合計　34校

○筑豊地域

【施設内訓練】
・田川校（本館棟、実習棟）は、築年数が31年を経過しており、屋上防水や外壁に劣化が見られる。
・田川校自動車整備科の応募率が低い。
・田川校のエクステリア左官科は、カリキュラムの見直しを実施。（ガーデニング施工、
  タブレット端末操作技術の習得）
・小竹校の建築科もカリキュラムの見直しを実施。（宅地建物取引士、福祉住環境コーディ
  ネーターの資格取得）
・小竹校のIT系科目は、例年定員を充足。
・小竹校の介護サービス科は、訓練期間を6ヶ月から1年に変更し、訓練内容を充実。
  （PCリテラシーと認知症サポーターの資格を追加）
・田川校・小竹校とも、ものづくり系科目の応募率が低いが就職率は良好。
・自家用車通校の訓練生の割合が高い。特に小竹校は最寄り駅から遠く、
  公共交通機関での通校が困難な立地。

【委託訓練】
・応募率は109.2%と県平均（146.1％）と比べると低いが、IT系は高い。
・就職率は、IT系や介護が高い。

【域内の状況】
・大学、専修学校等の教育機関が少なく、IT系の民間教育機関も少ない。

【課題】
・委託訓練において、IT系訓練が実施可能な委託先の開拓が必要。
・ものづくり系科目の応募が低くなっており、地域ニーズにマッチした訓練内容に
  見直す必要がある。

域内人口は、「福岡県の人口と世帯」R1（2019）.10.1人口

域内人口 400,377人
（年少人口 49,724人、生産年齢人口 208,615人、老年人口 140,593人）

教育機関の立地状況 大学等　4校　　専修学校　6校　　合計　10校

校　名 訓練科目名

小竹
高等技術専門校

田川
高等技術専門校

OA事務科
電気工事科
自動車整備科
木工家具科
エクステリア左官科
プログラム設計科
自動車整備科
機械加工エンジニア科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 76.7 70.0 82.41年
20 96.7 81.7 92.31年
30 53.3 41.1 70.01年
30 104.4 87.8 70.81年
30 34.5 30.0 83.31年
20 141.7 100.0 100.02年
20 101.7 90.0 100.02年
20 45.6 38.9 100.01年

建築科 20 66.1 63.3 88.91年
塗装科 30 33.3 25.5 100.01年
介護サービス科 30 96.6 88.9 95.71年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

335 107.8 88.0 83.6
255 100.9 87.5 81.8
120 103.1 83.8 72.2
120 106.6 83.3 90.9
60 146.6 99.4 91.2
85 126.7 98.0 68.2
ー ー ー ー
8 145.8 87.5 100.0

ー ー ー ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）

校　名 訓練科目名

大牟田
高等技術専門校

久留米
高等技術専門校

ものづくり×プログラム科
自動車整備科
建築科
介護サービス科
電気設備科
OA事務科
ロボット溶接技術科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 45.0 36.7 100.02年
20 75.0 68.3 100.02年
30 77.8 71.1 92.01年

60（30×2） 103.9 87.8 83.46か月
30 33.3 30.0 100.01年
20 110.0 101.7 100.01年
25 30.7 26.7 100.01年

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

委託訓練

一般事務
会計事務
医療事務
介護
IT
その他
長期高度人材（介護）
長期高度人材（福祉）
長期高度人材（その他）

480 123.3 92.7 78.9
250 114.5 85.5 83.2
175 86.6 76.2 83.9
80 70.7 60.4 79.1
45 159.4 77.2 80.0
90 113.2 80.6 58.8

9 46.8 46.8 50.0
14 85.1 78.3 90.9

3 95.6 88.9 ー

3か月

8か月
〜

1年

2年
〜

（単位：％）
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【福岡障害者職業能力開発校の特徴】
・訓練生の障がいの重複化、重度化が進んでおり、指導に工夫が必要となっている。
・近年、精神障がいのある訓練生の入校が増加。
・知的障がいのある人を対象とした総合実務科は、特別支援学校における就職支援の強
  化や法定雇用率の引き上げ等の理由から入校者が減少。
・R3年度に、精神障がい・発達障がい・高次脳機能障がいのある人を対象とした職域開発
  科を新設。
・障害者職業能力開発校の認知度向上に向け、障害者就業・生活支援センターや各障害者
  団体との連携強化が必要。

校　名 訓練科目名

福岡障害者
職業能力開発校

機械CAD科
プログラム設計科
商業デザイン科
OA事務科
流通ビジネス科
総合実務科
職域開発科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 70.0 45.0 56.31年
20 131.7 91.7 71.42年
20 83.3 60.0 78.91年
20 103.3 65.0 100.01年
30 53.3 41.1 80.01年
20 41.7 30.0 100.01年

20（10×2） 25.0 25.0 ー6か月

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

（単位：％）

委託訓練
知識・技能コース
実践能力コース
特別支援学校コース

89 80.4 66.5 44.73か月、4か月
30 100.0 100.0 81.81か月

8 100.0 100.0 100.0

＜福岡障害者職業能力開発校の状況＞

（1）これまでの主な取組
○　技能者の技能水準の向上と社会的評価を高めるため、福岡県職業能力開
発協会と連携して、技能検定の実施・普及に取り組みました。

○　増加する外国人技能実習生に対応した技能検定実施体制の整備に取り組
みました。

4 技能が尊重される社会づくりの推進

出所：福岡県職業能力開発課による集計

出所：福岡県職業能力開発課による集計

福岡県の技能検定申請者数（外国人技能実習生除く）

福岡県の外国人技能実習生検定申請者数

３級

特級

１級

単一等級

２級

随時３級

基礎級

随時２級

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H28年

〈2016年〉
H29年

〈2017年〉
H30年

〈2018年〉
R1年

〈2019年〉
R2年

〈2020年〉

71

2,953
2,704

818

210

1,574

1,949

79

209

1,096

1,672

2,027

81

161

1,225

1,718

1,942

76

117 

1,091

1,678
1,843

28

79

17

923

2,330

599

651

（人）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H28年

〈2016年〉
H29年

〈2017年〉
H30年

〈2018年〉
R1年

〈2019年〉
R2年

〈2020年〉

（人）

令和２年度は、新型コロナ
ウイルス感染拡大により前
期検定試験が中止となった
ため、申請者数が減少。

1,787

919

361

1,294

1,808

2,236

276

〔福岡障害者職業能力開発校の設備〕

寮棟 寮室

食堂 浴場
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【福岡障害者職業能力開発校の特徴】
・訓練生の障がいの重複化、重度化が進んでおり、指導に工夫が必要となっている。
・近年、精神障がいのある訓練生の入校が増加。
・知的障がいのある人を対象とした総合実務科は、特別支援学校における就職支援の強
  化や法定雇用率の引き上げ等の理由から入校者が減少。
・R3年度に、精神障がい・発達障がい・高次脳機能障がいのある人を対象とした職域開発
  科を新設。
・障害者職業能力開発校の認知度向上に向け、障害者就業・生活支援センターや各障害者
  団体との連携強化が必要。

校　名 訓練科目名

福岡障害者
職業能力開発校

機械CAD科
プログラム設計科
商業デザイン科
OA事務科
流通ビジネス科
総合実務科
職域開発科

訓練
期間

R3定員
（人）

20 70.0 45.0 56.31年
20 131.7 91.7 71.42年
20 83.3 60.0 78.91年
20 103.3 65.0 100.01年
30 53.3 41.1 80.01年
20 41.7 30.0 100.01年

20（10×2） 25.0 25.0 ー6か月

応募率
R1～３

入校率
R1～３

就職率
R1

（単位：％）

委託訓練
知識・技能コース
実践能力コース
特別支援学校コース

89 80.4 66.5 44.73か月、4か月
30 100.0 100.0 81.81か月

8 100.0 100.0 100.0

＜福岡障害者職業能力開発校の状況＞

（1）これまでの主な取組
○　技能者の技能水準の向上と社会的評価を高めるため、福岡県職業能力開
発協会と連携して、技能検定の実施・普及に取り組みました。

○　増加する外国人技能実習生に対応した技能検定実施体制の整備に取り組
みました。

4 技能が尊重される社会づくりの推進

出所：福岡県職業能力開発課による集計

出所：福岡県職業能力開発課による集計

福岡県の技能検定申請者数（外国人技能実習生除く）

福岡県の外国人技能実習生検定申請者数

３級

特級

１級

単一等級

２級

随時３級

基礎級

随時２級

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H28年

〈2016年〉
H29年

〈2017年〉
H30年

〈2018年〉
R1年

〈2019年〉
R2年

〈2020年〉

71

2,953
2,704

818

210

1,574

1,949

79

209

1,096

1,672

2,027

81

161

1,225

1,718

1,942

76

117 

1,091

1,678
1,843

28

79

17

923

2,330

599

651

（人）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H28年

〈2016年〉
H29年

〈2017年〉
H30年

〈2018年〉
R1年

〈2019年〉
R2年

〈2020年〉

（人）

令和２年度は、新型コロナ
ウイルス感染拡大により前
期検定試験が中止となった
ため、申請者数が減少。

1,787

919

361

1,294

1,808

2,236

276

〔福岡障害者職業能力開発校の設備〕

寮棟 寮室

食堂 浴場
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第11次福岡県職業能力
開発計画の基本的施策

部4第
第 1 1 次 福 岡 県
職業能力開発計画

（2）主な課題
○　少子高齢化社会の進行と熟練技能者の退職により、これまで本県の産業を
支えてきた技能の継承や、県内各地で受け継がれてきた伝統産業の後継者の
育成、伝統技法の継承が大きな課題となっています。
○　地域の産業を支える技能労働者の確保と社会的地位の向上を図るには、
県民、特に次代を担う若い世代の関心を高め、技能が評価される社会づくり
に努めていく必要があります。
○　外国人技能実習生が受検する技能検定の円滑な運用に向けた、実施体制
の整備が必要です。

全技連マイスター（和裁） 全技連マイスター（左官）

技能実習生の技能検定（機械加工） 技能実習生の技能検定（型枠施工）
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第11次福岡県職業能力
開発計画の基本的施策

部4第
第 1 1 次 福 岡 県
職業能力開発計画

（2）主な課題
○　少子高齢化社会の進行と熟練技能者の退職により、これまで本県の産業を
支えてきた技能の継承や、県内各地で受け継がれてきた伝統産業の後継者の
育成、伝統技法の継承が大きな課題となっています。
○　地域の産業を支える技能労働者の確保と社会的地位の向上を図るには、
県民、特に次代を担う若い世代の関心を高め、技能が評価される社会づくり
に努めていく必要があります。
○　外国人技能実習生が受検する技能検定の円滑な運用に向けた、実施体制
の整備が必要です。

全技連マイスター（和裁） 全技連マイスター（左官）

技能実習生の技能検定（機械加工） 技能実習生の技能検定（型枠施工）
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第11次福岡県職業能力開発
計画の基本的施策部4第

本県の職業能力開発の視点
○　コロナ禍により、第4次産業革命と言われるIoTやAIなどのデジタル技術の

進展がより一層加速しています。あらゆる産業分野において、デジタル技術を
活用した課題解決や業務効率化を行えるDX人材のニーズの高まりに対応す
るため、全ての働く人に必要とされるITに関する知識・技術の習得を推進して
いきます。また、デジタル、グリーン、新たな成長産業分野での県民の活躍に向
け、産業政策と一体となった人材育成を推進するとともに、介護、建設等人材
不足分野での人材の確保・育成・定着に向けた支援を行います。さらに、労働
者に求められる能力も変化していくことから、地域のニーズに対応できるよ
う、労働者の自律的・主体的なキャリア形成を支援していきます。
○　全国的に少子高齢化が進んでおり、本県においても生産年齢人口（15～

64歳）が令和元（2019）年の301万人から、令和27（2045）年には241万
人にまで減少することが予測されています。本県の経済を持続的に成長させ
ていくために、その担い手を育成していくとともに、世代や性別等にかかわら
ず誰もが活躍できる環境づくりを進めていきます。
○　県内各地域に設置している高等技術専門校7校と福岡障害者職業能力開

発校を地域の人材育成の拠点として、国や民間教育機関等と連携して、地域
の実情に合った産業人材を育成していきます。
○　県内各地域で本県産業を支える様々な技能を引き継ぐ人材が減っていく

中、特に若年層の担い手を育成し、将来への技能の継承に向けた取組を進め
ていきます。
○　このような視点を踏まえ、次のとおり四つの基本的施策を定め、これに基

づく取組を実施していきます。
　
＜基本的施策＞
　１．産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進
　２．誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進
　３．高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における
　　 職業能力開発の充実・強化
　４．次世代への技能の継承と技能の振興
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第11次福岡県職業能力開発
計画の基本的施策部4第

本県の職業能力開発の視点
○　コロナ禍により、第4次産業革命と言われるIoTやAIなどのデジタル技術の

進展がより一層加速しています。あらゆる産業分野において、デジタル技術を
活用した課題解決や業務効率化を行えるDX人材のニーズの高まりに対応す
るため、全ての働く人に必要とされるITに関する知識・技術の習得を推進して
いきます。また、デジタル、グリーン、新たな成長産業分野での県民の活躍に向
け、産業政策と一体となった人材育成を推進するとともに、介護、建設等人材
不足分野での人材の確保・育成・定着に向けた支援を行います。さらに、労働
者に求められる能力も変化していくことから、地域のニーズに対応できるよ
う、労働者の自律的・主体的なキャリア形成を支援していきます。
○　全国的に少子高齢化が進んでおり、本県においても生産年齢人口（15～

64歳）が令和元（2019）年の301万人から、令和27（2045）年には241万
人にまで減少することが予測されています。本県の経済を持続的に成長させ
ていくために、その担い手を育成していくとともに、世代や性別等にかかわら
ず誰もが活躍できる環境づくりを進めていきます。
○　県内各地域に設置している高等技術専門校7校と福岡障害者職業能力開

発校を地域の人材育成の拠点として、国や民間教育機関等と連携して、地域
の実情に合った産業人材を育成していきます。
○　県内各地域で本県産業を支える様々な技能を引き継ぐ人材が減っていく

中、特に若年層の担い手を育成し、将来への技能の継承に向けた取組を進め
ていきます。
○　このような視点を踏まえ、次のとおり四つの基本的施策を定め、これに基

づく取組を実施していきます。
　
＜基本的施策＞
　１．産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進
　２．誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進
　３．高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における
　　 職業能力開発の充実・強化
　４．次世代への技能の継承と技能の振興
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産業界や地域の
ニーズを踏まえた
人材育成の推進

1

誰もが活躍できる
社会の実現に
向けた職業能力
開発の推進

2

高等技術専門校
及び障害者職業能力
開発校における
職業能力開発の
充実・強化

3

次世代への技能の
継承と技能の振興4

＜施策体系図（4つの柱と21の施策項目）＞

●基本的施策 ●21の施策項目

（1） DX人材の育成強化

（2） 成長産業分野や新たな産業として期待できる分野
　　等の人材育成

（3） 人材不足分野の人材育成の強化

（4） ものづくり分野の人材育成

（5） 在職者訓練の充実

（6） 労働者のキャリア形成支援

（7） 若年者に対する支援

（8） 中高年齢者や高齢者に対する支援

（9） 女性やひとり親に対する支援

（10） 障がいのある人に対する支援

（11） 非正規雇用労働者に対する支援

（12） 就労に特別な支援を要する人への支援

（13） 学校教育と連携したキャリア教育の推進

（14） リカレント教育の推進

（15） デジタル技術を活用した新たな訓練の導入

（20） 技能の魅力発信や次世代への技能の継承

（21） 外国人技能実習生の技能検定受検体制の充実

（16） 多様なニーズに対応した訓練の実施

（17） 訓練指導体制等の充実

（18） 情報発信の強化

（19） 訓練環境の充実

＜施策項目、具体的な取組＞

（１）DX人材の育成強化

　社会全体のDXの進展に対応した県内中小企業のデジタル化や、経済と環境が
好循環するグリーン社会の実現、産学官連携の下での新たな成長産業の創出な
ど、本県の産業政策と一体となった人材育成を推進するとともに、人材不足分野で
の人材育成を強化していきます。  

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校
における
デジタル人材の
育成

高等技術専門校において、基本情報技術者等の資格取得をめ
ざして、プログラム作成やシステム設計、組み込みプログラム
やWebアプリ開発等の訓練を実施します。(プログラム設計科）

高等技術専門校において、電気設備技術に加え、スマートハウ
スなど最新分野に係る知識・技能を習得するための訓練を実
施します。(電気設備科）

高等技術専門校において、新たにドローン操縦技術訓
練を取り入れ、外壁劣化診断、測量技術を習得するた
めの訓練を実施します。（左官科）

高等技術専門校等や民間教育訓練機関等を活用した委託
訓練において、同時双方向型のオンラインによる職業訓練
を実施し、「新たな日常」に対応できる人材を育成します。

高等技術専門校等において、現在進められているテレ
ワーク就労に対応するための知識・技術の習得をめざ
した訓練を実施します。

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、Web
デザインやアプリ開発等のIT技術を習得するための訓練
を実施し、IT分野で活躍できるデジタル人材を育成します。

産学官金で構成される「九州ＤX推進コンソーシアム」
により、福岡県の産業の特性、ニーズに合わせたＤX人
材育成のプログラム構築を行います。

中小企業の経営者、生産部門責任者、現場技術者などの
各階層に応じたデジタル化人材育成講座を実施します。

スマート農業機械等から収集したデータの共有・活用
に向けた研修や機械の実演を実施します。

高等技術専門校において、製造現場のＮＣ工作機械と
ＩoＴデバイスを繋ぎ、人やＡＩが遠隔操作することで
生産管理を行うシステム構築とプログラミング技術を習
得するための訓練を実施します。（3D-CAD機械システム
科、ものづくり×プログラム科）

ＩＣＴ・ＩｏＴといった最新の技術を活用し、デジタル化
による変革を担うことのできる専門人材や業種横断的に
活躍が期待されるＩＣＴリテラシー（ＩＣＴに関する知
識、教養、能力）の高い人材の育成を強化します。

ICT技術を活用
した職業訓練

デジタル化推進
人材育成事業

テレワーク就労
に対応できる
職業訓練

産学官金が連携し
たコンソーシアムに
よる人材育成事業

ＤＸ人材育成の
強化

農業ＤＸの推進

民間教育訓練機関
等を活用したデジ
タル人材の育成

〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

職業能力開発課

経営技術支援課

中小企業
技術振興課

職業能力開発課

労働政策課

職業能力開発課

中小企業
技術振興課

職業能力開発課

職業能力開発課

職業能力開発課

職業能力開発課

基本的施策１

産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進
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産業界や地域の
ニーズを踏まえた
人材育成の推進

1

誰もが活躍できる
社会の実現に
向けた職業能力
開発の推進

2

高等技術専門校
及び障害者職業能力
開発校における
職業能力開発の
充実・強化

3

次世代への技能の
継承と技能の振興4

＜施策体系図（4つの柱と21の施策項目）＞

●基本的施策 ●21の施策項目

（1） DX人材の育成強化

（2） 成長産業分野や新たな産業として期待できる分野
　　等の人材育成

（3） 人材不足分野の人材育成の強化

（4） ものづくり分野の人材育成

（5） 在職者訓練の充実

（6） 労働者のキャリア形成支援

（7） 若年者に対する支援

（8） 中高年齢者や高齢者に対する支援

（9） 女性やひとり親に対する支援

（10） 障がいのある人に対する支援

（11） 非正規雇用労働者に対する支援

（12） 就労に特別な支援を要する人への支援

（13） 学校教育と連携したキャリア教育の推進

（14） リカレント教育の推進

（15） デジタル技術を活用した新たな訓練の導入

（20） 技能の魅力発信や次世代への技能の継承

（21） 外国人技能実習生の技能検定受検体制の充実

（16） 多様なニーズに対応した訓練の実施

（17） 訓練指導体制等の充実

（18） 情報発信の強化

（19） 訓練環境の充実

＜施策項目、具体的な取組＞

（１）DX人材の育成強化

　社会全体のDXの進展に対応した県内中小企業のデジタル化や、経済と環境が
好循環するグリーン社会の実現、産学官連携の下での新たな成長産業の創出な
ど、本県の産業政策と一体となった人材育成を推進するとともに、人材不足分野で
の人材育成を強化していきます。  

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校
における
デジタル人材の
育成

高等技術専門校において、基本情報技術者等の資格取得をめ
ざして、プログラム作成やシステム設計、組み込みプログラム
やWebアプリ開発等の訓練を実施します。(プログラム設計科）

高等技術専門校において、電気設備技術に加え、スマートハウ
スなど最新分野に係る知識・技能を習得するための訓練を実
施します。(電気設備科）

高等技術専門校において、新たにドローン操縦技術訓
練を取り入れ、外壁劣化診断、測量技術を習得するた
めの訓練を実施します。（左官科）

高等技術専門校等や民間教育訓練機関等を活用した委託
訓練において、同時双方向型のオンラインによる職業訓練
を実施し、「新たな日常」に対応できる人材を育成します。

高等技術専門校等において、現在進められているテレ
ワーク就労に対応するための知識・技術の習得をめざ
した訓練を実施します。

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、Web
デザインやアプリ開発等のIT技術を習得するための訓練
を実施し、IT分野で活躍できるデジタル人材を育成します。

産学官金で構成される「九州ＤX推進コンソーシアム」
により、福岡県の産業の特性、ニーズに合わせたＤX人
材育成のプログラム構築を行います。

中小企業の経営者、生産部門責任者、現場技術者などの
各階層に応じたデジタル化人材育成講座を実施します。

スマート農業機械等から収集したデータの共有・活用
に向けた研修や機械の実演を実施します。

高等技術専門校において、製造現場のＮＣ工作機械と
ＩoＴデバイスを繋ぎ、人やＡＩが遠隔操作することで
生産管理を行うシステム構築とプログラミング技術を習
得するための訓練を実施します。（3D-CAD機械システム
科、ものづくり×プログラム科）

ＩＣＴ・ＩｏＴといった最新の技術を活用し、デジタル化
による変革を担うことのできる専門人材や業種横断的に
活躍が期待されるＩＣＴリテラシー（ＩＣＴに関する知
識、教養、能力）の高い人材の育成を強化します。

ICT技術を活用
した職業訓練

デジタル化推進
人材育成事業

テレワーク就労
に対応できる
職業訓練

産学官金が連携し
たコンソーシアムに
よる人材育成事業

ＤＸ人材育成の
強化

農業ＤＸの推進

民間教育訓練機関
等を活用したデジ
タル人材の育成

〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

職業能力開発課

経営技術支援課

中小企業
技術振興課

職業能力開発課

労働政策課

職業能力開発課

中小企業
技術振興課

職業能力開発課

職業能力開発課

職業能力開発課

職業能力開発課

基本的施策１

産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進
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〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

（２）成長産業分野や新たな産業として期待できる分野等の人材育成
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、風
力発電設備メンテナンス技術者を育成する訓練を実施
します。

風力発電設備メンテ
ナンス技術者の育成

職業能力開発課
エネルギー政策室

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、ビジ
ネス英語のスキルを養成するなど、国際金融機能の誘致
に向けた訓練を実施します。

国際金融機能の誘
致に向けた取組 職業能力開発課

デジタル、グリーン、新たな成長分野等での県民の活躍に
向け、関係機関と連携して産業や企業のニーズを的確に
とらえ、産業政策と一体となった人材育成を推進します。

産業・企業や地域
のニーズを踏まえ
た人材育成の推進

労働政策課

航空機産業への参入を目指す企業に対し、専門家による
業界動向の分析や受注体制構築など参入に向けた研究
会を実施します。

航空機産業分野に
おける人材の育成 企業立地課

高等技術専門校の施設内訓練において、次世代自動車（FCV、
EV）の整備技術を習得する訓練を実施します。（自動車整備科）

次世代自動車の整
備技術者の育成 職業能力開発課

バイオやブロックチェーン、IoT、水素エネルギー等、新成
長産業の技術動向を踏まえた専門講座を実施し、新成長
産業の発展を支える人材を育成します。

新成長産業にお
ける人材の育成 新産業振興課

半導体産業の拠点化を促進するため、最新技術動向を
踏まえた専門講座を提供します。

福岡県グリーンデバイス
開発生産拠点推進事業 新産業振興課

海外の商習慣に関する知識・思考法を身に付けるため
の講座を実施します。また、日本製品の仕入れを希望す
る海外バイヤーとオンライン上で商談することで、学習し
たスキルの定着・スキルの更なる向上を図ります。

県内中小企業の
海外展開を支え
る人材の育成

新事業支援課

商工会議所、商工会と連携しながら、中小企業単独では
開催が困難な若手従業員を育成するための合同セミ
ナーや経営者及び従業員の知識、技能、管理能力の向上
を図る研修を推進します。

中小企業の経
営者や従業員
に対する研修
の実施

中小企業振興課

地域の「稼ぐ力」を高めるために必要となるマーケティン
グやデジタルプロモーションの専門講座を実施し、地域
の観光人材を育成します。

宿泊事業者のサービス向上、生産性向上のための専門
家による助言、指導を行います。

観光産業分野に
おける人材の
育成

観光振興課

観光政策課

（３）人材不足分野の人材育成の強化
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、介護分野の資格取得をめざす訓練
を実施し、地域に必要な人材を育成します。

職業能力開発課

福岡県ナースセンターにおいて、看護職員の職業紹介
や再就職支援のための研修会を実施するほか、看護教
員や新人看護職員向けの研修等を実施します。

医療指導課医師・
看護職員確保対策室

介護人材を確保するため、福祉人材センターにおい
て、介護の仕事に特化した就職支援専門員によるきめ
細かな就職支援を実施します。

介護分野
高齢者地域包括
ケア推進課
介護人材確保対策室

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、建設分野における資格取得をめざす
訓練を実施し、地域に必要となる人材を育成します。

建設分野 職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、保
育士に必要な資格取得をめざす訓練を実施します。

保育分野

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、新規
就農に必要な知識や技術を習得する訓練を実施します。 職業能力開発課

新規就農者を対象に、農業大学校や普及指導センターにお
いて農業の基礎的な技術や経営に関する講座を実施します。農林漁業分野 経営技術支援課

後継人材育成室

県立水産高校の卒業生を対象に県内漁業への就業に
向けたガイダンスを実施します。 水産振興課

保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士、保育士
養成施設の学生及び子育て支援員（保育補助者）の保育所等
への就職を支援するため、コーディネーターによる無料職業
紹介を実施するほか、保育所等での体験実習を実施します。

子育て支援課

農林水産業への就業希望者を対象に、就業相談会や
セミナーを実施します。

経営技術支援課
後継人材育成室
林業振興課
水産振興課

就業希望者が本格採用前に仕事や職場への適正を試すト
ライアル雇用や、就業後３年間で林業就業に必要な実務を
学ぶＯＪＴ研修、就業後５年以上、10年以上を対象に高度
な知識と技術を学ぶキャリアアップ研修を実施します。

林業振興課

未就業歯科衛生士の歯科医療現場への復帰を促進す
るため、福岡県歯科衛生士会において無料職業紹介を
行うほか、復職支援のための研修会や相談会を実施し
ます。

医療分野

健康増進課

在職者や求職者向けに、介護・福祉、建設、運輸、農林水
産等の分野で働くことの魅力を知る機会を提供するとと
もに、業界の基礎知識・専門知識等を身に着けスキル
アップにつながる講座・訓練を実施します。また、職場体
験等実習型の就業機会を増やすとともに、就職後の定着
に向けた相談支援の提供等を行います。
事業者向けに、事業所の魅力向上に向けた支援を提供
するとともに、求職者との出会いの場の提供を行います。

人材不足分野
での人材の確
保・育成・定着
に向けた支援

労働政策課
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〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

（２）成長産業分野や新たな産業として期待できる分野等の人材育成
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、風
力発電設備メンテナンス技術者を育成する訓練を実施
します。

風力発電設備メンテ
ナンス技術者の育成

職業能力開発課
エネルギー政策室

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、ビジ
ネス英語のスキルを養成するなど、国際金融機能の誘致
に向けた訓練を実施します。

国際金融機能の誘
致に向けた取組 職業能力開発課

デジタル、グリーン、新たな成長分野等での県民の活躍に
向け、関係機関と連携して産業や企業のニーズを的確に
とらえ、産業政策と一体となった人材育成を推進します。

産業・企業や地域
のニーズを踏まえ
た人材育成の推進

労働政策課

航空機産業への参入を目指す企業に対し、専門家による
業界動向の分析や受注体制構築など参入に向けた研究
会を実施します。

航空機産業分野に
おける人材の育成 企業立地課

高等技術専門校の施設内訓練において、次世代自動車（FCV、
EV）の整備技術を習得する訓練を実施します。（自動車整備科）

次世代自動車の整
備技術者の育成 職業能力開発課

バイオやブロックチェーン、IoT、水素エネルギー等、新成
長産業の技術動向を踏まえた専門講座を実施し、新成長
産業の発展を支える人材を育成します。

新成長産業にお
ける人材の育成 新産業振興課

半導体産業の拠点化を促進するため、最新技術動向を
踏まえた専門講座を提供します。

福岡県グリーンデバイス
開発生産拠点推進事業 新産業振興課

海外の商習慣に関する知識・思考法を身に付けるため
の講座を実施します。また、日本製品の仕入れを希望す
る海外バイヤーとオンライン上で商談することで、学習し
たスキルの定着・スキルの更なる向上を図ります。

県内中小企業の
海外展開を支え
る人材の育成

新事業支援課

商工会議所、商工会と連携しながら、中小企業単独では
開催が困難な若手従業員を育成するための合同セミ
ナーや経営者及び従業員の知識、技能、管理能力の向上
を図る研修を推進します。

中小企業の経
営者や従業員
に対する研修
の実施

中小企業振興課

地域の「稼ぐ力」を高めるために必要となるマーケティン
グやデジタルプロモーションの専門講座を実施し、地域
の観光人材を育成します。

宿泊事業者のサービス向上、生産性向上のための専門
家による助言、指導を行います。

観光産業分野に
おける人材の
育成

観光振興課

観光政策課

（３）人材不足分野の人材育成の強化
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、介護分野の資格取得をめざす訓練
を実施し、地域に必要な人材を育成します。

職業能力開発課

福岡県ナースセンターにおいて、看護職員の職業紹介
や再就職支援のための研修会を実施するほか、看護教
員や新人看護職員向けの研修等を実施します。

医療指導課医師・
看護職員確保対策室

介護人材を確保するため、福祉人材センターにおい
て、介護の仕事に特化した就職支援専門員によるきめ
細かな就職支援を実施します。

介護分野
高齢者地域包括
ケア推進課
介護人材確保対策室

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、建設分野における資格取得をめざす
訓練を実施し、地域に必要となる人材を育成します。

建設分野 職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、保
育士に必要な資格取得をめざす訓練を実施します。

保育分野

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、新規
就農に必要な知識や技術を習得する訓練を実施します。 職業能力開発課

新規就農者を対象に、農業大学校や普及指導センターにお
いて農業の基礎的な技術や経営に関する講座を実施します。農林漁業分野 経営技術支援課

後継人材育成室

県立水産高校の卒業生を対象に県内漁業への就業に
向けたガイダンスを実施します。 水産振興課

保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士、保育士
養成施設の学生及び子育て支援員（保育補助者）の保育所等
への就職を支援するため、コーディネーターによる無料職業
紹介を実施するほか、保育所等での体験実習を実施します。

子育て支援課

農林水産業への就業希望者を対象に、就業相談会や
セミナーを実施します。

経営技術支援課
後継人材育成室
林業振興課
水産振興課

就業希望者が本格採用前に仕事や職場への適正を試すト
ライアル雇用や、就業後３年間で林業就業に必要な実務を
学ぶＯＪＴ研修、就業後５年以上、10年以上を対象に高度
な知識と技術を学ぶキャリアアップ研修を実施します。

林業振興課

未就業歯科衛生士の歯科医療現場への復帰を促進す
るため、福岡県歯科衛生士会において無料職業紹介を
行うほか、復職支援のための研修会や相談会を実施し
ます。

医療分野

健康増進課

在職者や求職者向けに、介護・福祉、建設、運輸、農林水
産等の分野で働くことの魅力を知る機会を提供するとと
もに、業界の基礎知識・専門知識等を身に着けスキル
アップにつながる講座・訓練を実施します。また、職場体
験等実習型の就業機会を増やすとともに、就職後の定着
に向けた相談支援の提供等を行います。
事業者向けに、事業所の魅力向上に向けた支援を提供
するとともに、求職者との出会いの場の提供を行います。

人材不足分野
での人材の確
保・育成・定着
に向けた支援

労働政策課
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〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

（４）ものづくり分野の人材育成
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校において、新規学卒者や離職者等
を対象に、民間では実施が困難なものづくり分野を
中心とした実践的な訓練（1～2年）を実施します。高等技術専門校

における訓練の
実施

職業能力開発課

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター福岡、
飯塚）において、離職者の早期就労を図るために、も
のづくり分野の職業訓練（6か月）を実施します。

職業能力開発促
進センターにお
ける訓練の実施

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

職業能力開発大学校（九州ポリテクカレッジ）において、
高校卒業生等を対象に、高度な知識と技能を兼ね備えた
実践技術者、生産技術・生産管理部門のリーダーとして中
小企業のものづくり基盤を支える人材を養成します。

九州ポリテクカ
レッジにおける
訓練の実施

高等技術専門校において、溶接ロボット等最新の技術動
向を取り入れた訓練を実施します。(ロボット溶接技術科） 職業能力開発課

３次元設計やITを活用した講座の実施により、中小
企業の生産性向上に資する中核人材を育成します。

ものづくり分野の
中核人材の育成

中小企業技術
振興課

（６）労働者のキャリア形成支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

企業内における人材育成を促進するため、自社の社員
に計画的な職業訓練やキャリアアップに資する取組を
実施する企業に対して、国の制度である人材開発支援
助成金（特別育成訓練コース）やキャリアアップ助成金
により助成を行います。

※人材開発支援助成金（特別育成訓練コース） … 自社で
雇用する労働者に対して、職業能力開発機会を通じ
職業能力の向上等キャリアアップを目的とした職業
訓練を実施した場合に、訓練経費や賃金の一部を助
成する制度（国（福岡労働局）が窓口）。

※キャリアアップ助成金 … 非正規雇用労働者の企業内で
のキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改
善の取組を実施した企業に対して助成する制度

　（国（福岡労働局）が窓口）。

労働者を対象とした労働教育講座を開催し、労働法
等の基礎知識やハラスメント対策等について専門
家による解説を実施します。

労働政策課

労働者等が長期にわたり職業生活を維持していけ
るよう、賃金・雇用慣行等の労働問題や労働法を解
説する講座やセミナーを実施します。

国の制度である教育訓練給付制度の周知を図り、働く
方（在職者又は離職者）の主体的な職業能力開発の取
組を支援します。
※教育訓練給付金制度 … 一定の条件を満たす在職者又は

離職者が、国が指定する教育訓練を受講し修了した場合、
支払った経費の一部をハローワークが支給。

労働者のキャ
リアアップの
促進

教育訓練給付
金制度の活用
促進

ジョブ・カード
の活用

福岡労働局

福岡労働局

福岡労働局

福岡労働局

訓練機関において、ジョブカードを活用した就職
支援を行うなどジョブ・カードの活用機会を確保し
ます。
※ジョブカード … 職務経歴、訓練履歴等を記録した

シート。職業能力証明ツールとして求職者の就職活
動に活用。

（５）在職者訓練の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

在職者自らが技能向上を図るため、高等技術専門
校に短期間、在職者を受け入れて、企業ニーズに対
応した訓練を実施します。

職業能力開発課

在職者を対象に、生産管理、ＩoT・クラウド活用、組織マ
ネジメント、マーケティング、データ活用等あらゆる産業
分野の生産性向上に効果的なカリキュラムにより、企業
が生産性を向上させるために必要な知識・スキルを習得
する職業訓練を民間教育機関等を活用して実施します。

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター福岡、
飯塚）及び職業能力開発大学校（九州ポリテクカレ
ッジ）において、在職者を対象に、技術革新等に対応
した高度な技能・技術を習得するための短期間（2
～5日間）の職業訓練（設計・開発分野、加工・組立分
野等）を実施します。
その他、職業訓練指導員の派遣や施設設備等の貸
出を実施します。

在職者に
対する短期間
の訓練の実施

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

企業等が在職者に対し実施する職業訓練について、国の基
準に適合するものを県が認定し、企業等の人材育成を促進
します。また、この訓練を行う中小企業等に対して、国、県か
ら職業訓練の運営費及び施設整備費の助成を行います。

認定職業訓練
の実施 職業能力開発課
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〈基本的施策１〉　産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の推進

（４）ものづくり分野の人材育成
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校において、新規学卒者や離職者等
を対象に、民間では実施が困難なものづくり分野を
中心とした実践的な訓練（1～2年）を実施します。高等技術専門校

における訓練の
実施

職業能力開発課

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター福岡、
飯塚）において、離職者の早期就労を図るために、も
のづくり分野の職業訓練（6か月）を実施します。

職業能力開発促
進センターにお
ける訓練の実施

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

職業能力開発大学校（九州ポリテクカレッジ）において、
高校卒業生等を対象に、高度な知識と技能を兼ね備えた
実践技術者、生産技術・生産管理部門のリーダーとして中
小企業のものづくり基盤を支える人材を養成します。

九州ポリテクカ
レッジにおける
訓練の実施

高等技術専門校において、溶接ロボット等最新の技術動
向を取り入れた訓練を実施します。(ロボット溶接技術科） 職業能力開発課

３次元設計やITを活用した講座の実施により、中小
企業の生産性向上に資する中核人材を育成します。

ものづくり分野の
中核人材の育成

中小企業技術
振興課

（６）労働者のキャリア形成支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

企業内における人材育成を促進するため、自社の社員
に計画的な職業訓練やキャリアアップに資する取組を
実施する企業に対して、国の制度である人材開発支援
助成金（特別育成訓練コース）やキャリアアップ助成金
により助成を行います。

※人材開発支援助成金（特別育成訓練コース） … 自社で
雇用する労働者に対して、職業能力開発機会を通じ
職業能力の向上等キャリアアップを目的とした職業
訓練を実施した場合に、訓練経費や賃金の一部を助
成する制度（国（福岡労働局）が窓口）。

※キャリアアップ助成金 … 非正規雇用労働者の企業内で
のキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改
善の取組を実施した企業に対して助成する制度

　（国（福岡労働局）が窓口）。

労働者を対象とした労働教育講座を開催し、労働法
等の基礎知識やハラスメント対策等について専門
家による解説を実施します。

労働政策課

労働者等が長期にわたり職業生活を維持していけ
るよう、賃金・雇用慣行等の労働問題や労働法を解
説する講座やセミナーを実施します。

国の制度である教育訓練給付制度の周知を図り、働く
方（在職者又は離職者）の主体的な職業能力開発の取
組を支援します。
※教育訓練給付金制度 … 一定の条件を満たす在職者又は

離職者が、国が指定する教育訓練を受講し修了した場合、
支払った経費の一部をハローワークが支給。

労働者のキャ
リアアップの
促進

教育訓練給付
金制度の活用
促進

ジョブ・カード
の活用

福岡労働局

福岡労働局

福岡労働局

福岡労働局

訓練機関において、ジョブカードを活用した就職
支援を行うなどジョブ・カードの活用機会を確保し
ます。
※ジョブカード … 職務経歴、訓練履歴等を記録した

シート。職業能力証明ツールとして求職者の就職活
動に活用。

（５）在職者訓練の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

在職者自らが技能向上を図るため、高等技術専門
校に短期間、在職者を受け入れて、企業ニーズに対
応した訓練を実施します。

職業能力開発課

在職者を対象に、生産管理、ＩoT・クラウド活用、組織マ
ネジメント、マーケティング、データ活用等あらゆる産業
分野の生産性向上に効果的なカリキュラムにより、企業
が生産性を向上させるために必要な知識・スキルを習得
する職業訓練を民間教育機関等を活用して実施します。

職業能力開発促進センター（ポリテクセンター福岡、
飯塚）及び職業能力開発大学校（九州ポリテクカレ
ッジ）において、在職者を対象に、技術革新等に対応
した高度な技能・技術を習得するための短期間（2
～5日間）の職業訓練（設計・開発分野、加工・組立分
野等）を実施します。
その他、職業訓練指導員の派遣や施設設備等の貸
出を実施します。

在職者に
対する短期間
の訓練の実施

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

企業等が在職者に対し実施する職業訓練について、国の基
準に適合するものを県が認定し、企業等の人材育成を促進
します。また、この訓練を行う中小企業等に対して、国、県か
ら職業訓練の運営費及び施設整備費の助成を行います。

認定職業訓練
の実施 職業能力開発課
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門
校における
職業訓練

新規高卒者等に対し、基礎的な知識・技能を習得さ
せるため、１年又は２年間の職業訓練を実施し、本
県産業を支える人材を育成します。また若年求職者
を対象としたデュアルシステムによる訓練を実施
し、即戦力としての就業支援と定着支援を行います。

職業能力開発課

若者就職支援
センターにお
ける就職支援

県が設置した若者就職支援センターにおいて、おおむ
ね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじめ、
セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向け
た進路選択や、その後の就職、定着に至るまでをきめ
細かに支援することにより、円滑な就職を促進します。

労働政策課

若者サポートス
テーションにお
ける就職支援

国と県が共同で設置した若者サポートステーションにおいて、
若年無業者等の若者（49歳まで）の職業的自立を図るため、個
別相談からコミュニケーション能力向上のための研修、働く自
信をつけるための就労体験、集団活動への適応力を養うボラ
ンティア活動などを通して、就職、進路決定を支援します。

労働政策課

中高年就職支援
センターにおけ
る就職支援

国と県の一体的実施施設である中高年就職支援セ
ンターにおいて、概ね40歳から64歳までの中高年
求職者を対象に、ハローワークとの連携による職業
紹介や中高年齢者の就職が多く見込まれる分野の
セミナーなどを実施し、早期の再就職を支援します。

労働政策課

生涯現役チャ
レンジセンタ
ーにおける就
業支援

県が設置した生涯現役チャレンジセンターにおい
て、概ね60歳以上の求職者や社会参加を希望する
方を対象に、専門相談員による個別相談等を実施
し、これまでの経験や技能を生かすことができる進
路を提案し、就業や社会参加を支援します。

新雇用開発課

（９）女性やひとり親に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

基本的施策2

誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

＜施策項目、具体的な取組＞

（７）若年者に対する支援

　これまで増え続けていた本県の人口も減少局面に入り、若者、中高年齢者、女性、
障がいのある人など誰もが活躍できる社会の実現に向けて、意欲のある全ての人
がキャリアアップ・キャリアチェンジができる環境を整備していきます。また、子ど
もたちが成長に応じた職業観を持つことができるよう学校教育と連携したキャリ
ア教育を推進していきます。

（８）中高年齢者や高齢者に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

早期再就職をめざす中高年齢者に対して、自らの
経験も活かしつつ、就職に必要な技術・技能等を身
につけるために、６か月又は１年の職業訓練を実
施します。

高等技術専門
校における
職業訓練

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練におい
て、託児付、短時間、e-ラーニングなど、子育て中
でも受講しやすい訓練を実施します。

民間教育訓練機
関等を活用した
委託訓練

職業能力開発課

デジタル化などの新たな経営課題に対応できる
ような実践的なスキル・マインドを備えた女性
人材を育成する講座を実施します。

変化の時代をリ
ードする女性人
材育成強化事業

男女共同参画
推進課
女性活躍推進室

新規起業をめざす女性農林漁業者を対象に専門
家による講座の開催や個別課題解決のために専
門家派遣を実施します。

女性農林漁業者
の起業活動支援
事業

経営技術支援課

高等技術専門校において、託児サービス付きの職業訓
練を実施します。

高等技術専門校に
おける職業訓練 職業能力開発課

ひとり親家庭の親が、就職につながるスキルアップのた
めに受講した教育訓練講座の受講料を助成します。 児童家庭課

看護師、介護福祉士等の資格取得のため、養成機関で
専門的な訓練を受ける場合、生活費を支援します。

母子（父子）家庭
自立支援 児童家庭課

高等職業訓練促進給付金受給者を対象に、入学準備
金・就職準備金を貸し付けます。 児童家庭課

県が設置した子育て女性就職支援センターにおい
て、就職を希望する子育て中の女性等を対象に、個別
相談や就職支援情報・保育情報の提供、求人開拓か
ら就職のあっせんまできめ細かな支援を実施します。

子育て女性就職
支援センターに
おける就職支援

新雇用開発課

県が設置したひとり親サポートセンターにおいて、就
業に関する相談から、自立支援プログラムの策定、就
業支援講習会の開催、ハローワークと連携した求人
情報の提供まで一貫した就業支援を行います。

ひとり親サポー
トセンターにお
ける就職支援

児童家庭課
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門
校における
職業訓練

新規高卒者等に対し、基礎的な知識・技能を習得さ
せるため、１年又は２年間の職業訓練を実施し、本
県産業を支える人材を育成します。また若年求職者
を対象としたデュアルシステムによる訓練を実施
し、即戦力としての就業支援と定着支援を行います。

職業能力開発課

若者就職支援
センターにお
ける就職支援

県が設置した若者就職支援センターにおいて、おおむ
ね39歳までの若者を対象に、個別就職相談をはじめ、
セミナーや合同会社説明会などを実施し、将来に向け
た進路選択や、その後の就職、定着に至るまでをきめ
細かに支援することにより、円滑な就職を促進します。

労働政策課

若者サポートス
テーションにお
ける就職支援

国と県が共同で設置した若者サポートステーションにおいて、
若年無業者等の若者（49歳まで）の職業的自立を図るため、個
別相談からコミュニケーション能力向上のための研修、働く自
信をつけるための就労体験、集団活動への適応力を養うボラ
ンティア活動などを通して、就職、進路決定を支援します。

労働政策課

中高年就職支援
センターにおけ
る就職支援

国と県の一体的実施施設である中高年就職支援セ
ンターにおいて、概ね40歳から64歳までの中高年
求職者を対象に、ハローワークとの連携による職業
紹介や中高年齢者の就職が多く見込まれる分野の
セミナーなどを実施し、早期の再就職を支援します。

労働政策課

生涯現役チャ
レンジセンタ
ーにおける就
業支援

県が設置した生涯現役チャレンジセンターにおい
て、概ね60歳以上の求職者や社会参加を希望する
方を対象に、専門相談員による個別相談等を実施
し、これまでの経験や技能を生かすことができる進
路を提案し、就業や社会参加を支援します。

新雇用開発課

（９）女性やひとり親に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

基本的施策2

誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

＜施策項目、具体的な取組＞

（７）若年者に対する支援

　これまで増え続けていた本県の人口も減少局面に入り、若者、中高年齢者、女性、
障がいのある人など誰もが活躍できる社会の実現に向けて、意欲のある全ての人
がキャリアアップ・キャリアチェンジができる環境を整備していきます。また、子ど
もたちが成長に応じた職業観を持つことができるよう学校教育と連携したキャリ
ア教育を推進していきます。

（８）中高年齢者や高齢者に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

早期再就職をめざす中高年齢者に対して、自らの
経験も活かしつつ、就職に必要な技術・技能等を身
につけるために、６か月又は１年の職業訓練を実
施します。

高等技術専門
校における
職業訓練

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練におい
て、託児付、短時間、e-ラーニングなど、子育て中
でも受講しやすい訓練を実施します。

民間教育訓練機
関等を活用した
委託訓練

職業能力開発課

デジタル化などの新たな経営課題に対応できる
ような実践的なスキル・マインドを備えた女性
人材を育成する講座を実施します。

変化の時代をリ
ードする女性人
材育成強化事業

男女共同参画
推進課
女性活躍推進室

新規起業をめざす女性農林漁業者を対象に専門
家による講座の開催や個別課題解決のために専
門家派遣を実施します。

女性農林漁業者
の起業活動支援
事業

経営技術支援課

高等技術専門校において、託児サービス付きの職業訓
練を実施します。

高等技術専門校に
おける職業訓練 職業能力開発課

ひとり親家庭の親が、就職につながるスキルアップのた
めに受講した教育訓練講座の受講料を助成します。 児童家庭課

看護師、介護福祉士等の資格取得のため、養成機関で
専門的な訓練を受ける場合、生活費を支援します。

母子（父子）家庭
自立支援 児童家庭課

高等職業訓練促進給付金受給者を対象に、入学準備
金・就職準備金を貸し付けます。 児童家庭課

県が設置した子育て女性就職支援センターにおい
て、就職を希望する子育て中の女性等を対象に、個別
相談や就職支援情報・保育情報の提供、求人開拓か
ら就職のあっせんまできめ細かな支援を実施します。

子育て女性就職
支援センターに
おける就職支援

新雇用開発課

県が設置したひとり親サポートセンターにおいて、就
業に関する相談から、自立支援プログラムの策定、就
業支援講習会の開催、ハローワークと連携した求人
情報の提供まで一貫した就業支援を行います。

ひとり親サポー
トセンターにお
ける就職支援

児童家庭課
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

（10）障がいのある人に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間事業所と連携して、実際の事業に従事し実践的な技
能を学ぶとともに、職場内でのコミュニケーション技能等
を身に付け、常用雇用が可能な人材の育成をめざしま
す。（求職者の他、特別支援学校の生徒に対しても実施。）

企業等の現場実
習による実践的
な職業訓練

職業能力開発課

障がいのある人に対し、働くために必要な技能に
ついて計画的に支援を行い、就職を促進します。

障害者職業能
力開発校にお
ける職業訓練

職業能力開発課

県内13か所の障害者就業・生活支援センターに
おいて、障がいのある求職者に、就業及びそれに
伴う生活に必要な支援を実施します。

障害者就業・生活
支援センターにお
ける就職支援

新雇用開発課

テレワークによる障がい者雇用促進セミナーの開
催や、県が設置した障がい者テレワークオフィス（こ
といろ）によるテレワーク就業の支援を行います。

テレワークを活
用した雇用の
促進

新雇用開発課

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑い
がある訓練生に配慮した訓練を実施するため、精神
保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

高等技術専門校等
における精神保健
福祉士等の配置

職業能力開発課

民間教育訓練機関等と連携して、障がいのある人
が身近な地域で職業訓練を受講できるよう、生活
圏ごとの職業訓練を実施します。

民間教育訓練機関
等を活用した多様
な職業訓練の実施

職業能力開発課

障がいのある求職者と企業の双方に対して、相談、マッ
チング、就職後の職場定着までを一貫して支援します。

障がい者雇用
拡大事業 新雇用開発課

（11）非正規雇用労働者に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、
正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が安定し
た雇用環境へ転換できるよう、企業が求める国家資
格等の高い職業能力を習得する訓練を実施します。

高度人材育成
コースの実施 職業能力開発課

非正規雇用労働者など雇用保険を受給できない
求職者に対し、雇用のセーフティネットとしての求
職者支援訓練を、民間教育訓練機関等を活用して
実施します。

求職者支援訓練
の実施

福岡労働局
独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

就職氷河期世代活躍支援「ふくおかプラットフォーム」事業
により、不安定な就労状態にある人に対し、ハローワークと
年代別就職支援センター等との連携による相談や、職業能
力開発等に向けた支援、マッチング支援等を推進します。

就職氷河期世代
への支援

福岡労働局
労働政策課
職業能力開発課

年代別・対象別の就職支援センターにおいて、非正
規雇用労働者の正社員就職実現に向けた相談等支
援を実施します。

年代別・対象別就職
支援センターによる
就職支援の実施

労働政策課
新雇用開発課

県が設置した正規雇用促進企業支援センターにおい
て、企業における正規雇用の拡大や人材確保、定着に
向けたアドバイス（相談、個別訪問）を実施します。

正規雇用促進企業
支援センターにおけ
る正規雇用の促進

労働政策課
新雇用開発課

企業に対し、国のキャリアアップ助成金・人材開発支
援助成金（特別育成訓練コース）制度を周知し、非正
規雇用労働者の正規雇用への拡大を促進します。

労働者のキャリ
アアップの促
進（再掲）

福岡労働局

（12）就労に特別な支援を要する人への支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

就職氷河期世代活躍支援「ふくおかプラットフォーム」事業
により、長期にわたり無業の状態にある人に対して、地域若
者サポートステーションを中心に、求職活動へ踏み出すた
めの支援を行い、就労その他の職業的自立を促進します。

就職氷河期世代
への支援

福岡労働局
労働政策課

ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をした人
など働きづらさを抱える人に対して、自立や就労につ
ながるよう職業訓練の情報を広く周知していきます。

働きづらさを
抱える人への
支援

職業能力開発課

生活保護受給者に対し、民間職業カウンセラーに
よる就労指導や就労支援策活用の助言などを行
い、その就労・自立を促進します。

被保護者就労
支援事業 保護・援護課

就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に
対し、日常生活自立、社会生活自立、就労自立の３
つの段階に合わせた支援を行います。

生活困窮者就労
準備支援事業 保護・援護課
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

（10）障がいのある人に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間事業所と連携して、実際の事業に従事し実践的な技
能を学ぶとともに、職場内でのコミュニケーション技能等
を身に付け、常用雇用が可能な人材の育成をめざしま
す。（求職者の他、特別支援学校の生徒に対しても実施。）

企業等の現場実
習による実践的
な職業訓練

職業能力開発課

障がいのある人に対し、働くために必要な技能に
ついて計画的に支援を行い、就職を促進します。

障害者職業能
力開発校にお
ける職業訓練

職業能力開発課

県内13か所の障害者就業・生活支援センターに
おいて、障がいのある求職者に、就業及びそれに
伴う生活に必要な支援を実施します。

障害者就業・生活
支援センターにお
ける就職支援

新雇用開発課

テレワークによる障がい者雇用促進セミナーの開
催や、県が設置した障がい者テレワークオフィス（こ
といろ）によるテレワーク就業の支援を行います。

テレワークを活
用した雇用の
促進

新雇用開発課

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑い
がある訓練生に配慮した訓練を実施するため、精神
保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

高等技術専門校等
における精神保健
福祉士等の配置

職業能力開発課

民間教育訓練機関等と連携して、障がいのある人
が身近な地域で職業訓練を受講できるよう、生活
圏ごとの職業訓練を実施します。

民間教育訓練機関
等を活用した多様
な職業訓練の実施

職業能力開発課

障がいのある求職者と企業の双方に対して、相談、マッ
チング、就職後の職場定着までを一貫して支援します。

障がい者雇用
拡大事業 新雇用開発課

（11）非正規雇用労働者に対する支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、
正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が安定し
た雇用環境へ転換できるよう、企業が求める国家資
格等の高い職業能力を習得する訓練を実施します。

高度人材育成
コースの実施 職業能力開発課

非正規雇用労働者など雇用保険を受給できない
求職者に対し、雇用のセーフティネットとしての求
職者支援訓練を、民間教育訓練機関等を活用して
実施します。

求職者支援訓練
の実施

福岡労働局
独立行政法人
高齢・障害・求職者
雇用支援機構

就職氷河期世代活躍支援「ふくおかプラットフォーム」事業
により、不安定な就労状態にある人に対し、ハローワークと
年代別就職支援センター等との連携による相談や、職業能
力開発等に向けた支援、マッチング支援等を推進します。

就職氷河期世代
への支援

福岡労働局
労働政策課
職業能力開発課

年代別・対象別の就職支援センターにおいて、非正
規雇用労働者の正社員就職実現に向けた相談等支
援を実施します。

年代別・対象別就職
支援センターによる
就職支援の実施

労働政策課
新雇用開発課

県が設置した正規雇用促進企業支援センターにおい
て、企業における正規雇用の拡大や人材確保、定着に
向けたアドバイス（相談、個別訪問）を実施します。

正規雇用促進企業
支援センターにおけ
る正規雇用の促進

労働政策課
新雇用開発課

企業に対し、国のキャリアアップ助成金・人材開発支
援助成金（特別育成訓練コース）制度を周知し、非正
規雇用労働者の正規雇用への拡大を促進します。

労働者のキャリ
アアップの促
進（再掲）

福岡労働局

（12）就労に特別な支援を要する人への支援
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

就職氷河期世代活躍支援「ふくおかプラットフォーム」事業
により、長期にわたり無業の状態にある人に対して、地域若
者サポートステーションを中心に、求職活動へ踏み出すた
めの支援を行い、就労その他の職業的自立を促進します。

就職氷河期世代
への支援

福岡労働局
労働政策課

ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をした人
など働きづらさを抱える人に対して、自立や就労につ
ながるよう職業訓練の情報を広く周知していきます。

働きづらさを
抱える人への
支援

職業能力開発課

生活保護受給者に対し、民間職業カウンセラーに
よる就労指導や就労支援策活用の助言などを行
い、その就労・自立を促進します。

被保護者就労
支援事業 保護・援護課

就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に
対し、日常生活自立、社会生活自立、就労自立の３
つの段階に合わせた支援を行います。

生活困窮者就労
準備支援事業 保護・援護課
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

（13）学校教育と連携したキャリア教育の推進
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

県立高校において、地元企業と連携した商品の開発・販売
などの専門性の高い実践的な教育活動やものづくり教室
などの体験型学習により、生徒主体の取組を重点的に実施
することで、生徒たちの社会的・職業的自立を促進します。

未来を切り拓く
人材育成事業の
実施

県立工業高校において、産学官が連携し、先端成
長産業に加え、鉄鋼、化学、建設等の企業における
訓練等を実施し、高度な技能や実践的なものづく
り技能に対応できる人材を育成します。

県立工業高校産
業人材育成事業
の実施

県立高校に進路支援コーディネーターを配置し、生活
困窮世帯等を中心に進路支援が必要な生徒に対し、自
らの適性についての認識や将来の展望及び職業に対す
る意識を高めさせ、生徒の進路実現を支援します。

新規高卒者の
就職支援

私立高校の工業系学科を対象とする企業技術者に
よる実践指導やインターンシップを通して、自動車
産業をはじめとする産業分野で求められる技能や
知識を身につけた人材を育成します。

私立高校におけ
るものづくり
実践教育の実施

私学振興課

高等学校の生徒の早期かつ円滑な就職につなげるた
め、生徒が高等技術専門校で授業を受けた場合、高等
学校（定時制、通信制）における単位の履修とみなすこ
とができる「技能連携制度」の活用を検討します。

技能連携制度
の活用を検討 職業能力開発課

小中学校におけるキャリア教育推進のため、職場
体験活動を実施します。

地域、企業と連
携した職場体
験活動の推進

教育庁
義務教育課

県立特別支援学校において、一般就労を目指す生徒の増
加を図るため、県独自の技能検定や作業学習の成果を、
企業や保護者に披露する見学会・研修会を開催します。

県立特別支援学校において、地域との体験的な交流
活動や作品展、物品販売等の創造的な表現活動を通
して、児童生徒等の自立と社会参加を促進します。

私立高校の生徒が、県庁における就業体験を通じて、
自己の職業適性や将来設計について考え、進路を主体
的に選択できるよう、インターンシップを実施します。

私立高校における
キャリア教育及び
就職支援の実施

私学振興課

県立特別支援学校において、生徒の望ましい勤労
観・職業観を育成するため、企業等の外部人材を
講師として就職学習会や就職相談を実施します。

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
特別支援教育課

教育庁
特別支援教育課

県立高校において、生徒一人ひとりの適性に応じた進路選択
の実現を図るため、企業等での就業体験などを実施します。

（14）リカレント教育の推進
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

再就職をめざす離転職者の職業能力の向上につ
なげるため、高等技術専門校等において多様な
職業訓練を実施します。

高等技術専門校
や民間教育訓練
機関での訓練機
会の提供

職業能力開発課

国の制度である教育訓練給付制度の周知を図り、
働く方（在職者又は離職者）の主体的な職業能力
開発の取組を支援します。

※教育訓練給付金制度…一定の条件を満たす在
職者又は離職者が、国が指定する教育訓練を受
講し修了した場合、支払った経費の一部をハ
ローワークが支給。

福岡労働局

本県のリカレント教育等の情報を一元化したポータ
ルサイト（ふくおか生涯学習ひろば）を活用し、職業訓
練や職業教育支援制度などの情報発信を強化します。

生涯学習推進
事業

社会活動推進課
職業能力開発課

50歳代の在職者が、生涯現役で活躍するための取
組を支援します。

中高年の方の
キャリアアップ支援 新雇用開発課

教育訓練給付
金制度の活用
促進（再掲）

農業大学校を拠点としたリカレント教育の導入によ
り、スマート農業機械やデジタルデータの活用と
いった先進技術等に対応できる人材を育成します。

農業者の経営
発展の推進 経営技術支援課

県立高校・特別
支援学校にお
けるキャリア教
育支援事業の
実施
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〈基本的施策２〉　誰もが活躍できる社会の実現に向けた職業能力開発の推進

（13）学校教育と連携したキャリア教育の推進
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

県立高校において、地元企業と連携した商品の開発・販売
などの専門性の高い実践的な教育活動やものづくり教室
などの体験型学習により、生徒主体の取組を重点的に実施
することで、生徒たちの社会的・職業的自立を促進します。

未来を切り拓く
人材育成事業の
実施

県立工業高校において、産学官が連携し、先端成
長産業に加え、鉄鋼、化学、建設等の企業における
訓練等を実施し、高度な技能や実践的なものづく
り技能に対応できる人材を育成します。

県立工業高校産
業人材育成事業
の実施

県立高校に進路支援コーディネーターを配置し、生活
困窮世帯等を中心に進路支援が必要な生徒に対し、自
らの適性についての認識や将来の展望及び職業に対す
る意識を高めさせ、生徒の進路実現を支援します。

新規高卒者の
就職支援

私立高校の工業系学科を対象とする企業技術者に
よる実践指導やインターンシップを通して、自動車
産業をはじめとする産業分野で求められる技能や
知識を身につけた人材を育成します。

私立高校におけ
るものづくり
実践教育の実施

私学振興課

高等学校の生徒の早期かつ円滑な就職につなげるた
め、生徒が高等技術専門校で授業を受けた場合、高等
学校（定時制、通信制）における単位の履修とみなすこ
とができる「技能連携制度」の活用を検討します。

技能連携制度
の活用を検討 職業能力開発課

小中学校におけるキャリア教育推進のため、職場
体験活動を実施します。

地域、企業と連
携した職場体
験活動の推進

教育庁
義務教育課

県立特別支援学校において、一般就労を目指す生徒の増
加を図るため、県独自の技能検定や作業学習の成果を、
企業や保護者に披露する見学会・研修会を開催します。

県立特別支援学校において、地域との体験的な交流
活動や作品展、物品販売等の創造的な表現活動を通
して、児童生徒等の自立と社会参加を促進します。

私立高校の生徒が、県庁における就業体験を通じて、
自己の職業適性や将来設計について考え、進路を主体
的に選択できるよう、インターンシップを実施します。

私立高校における
キャリア教育及び
就職支援の実施

私学振興課

県立特別支援学校において、生徒の望ましい勤労
観・職業観を育成するため、企業等の外部人材を
講師として就職学習会や就職相談を実施します。

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
高校教育課

教育庁
特別支援教育課

教育庁
特別支援教育課

県立高校において、生徒一人ひとりの適性に応じた進路選択
の実現を図るため、企業等での就業体験などを実施します。

（14）リカレント教育の推進
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

再就職をめざす離転職者の職業能力の向上につ
なげるため、高等技術専門校等において多様な
職業訓練を実施します。

高等技術専門校
や民間教育訓練
機関での訓練機
会の提供

職業能力開発課

国の制度である教育訓練給付制度の周知を図り、
働く方（在職者又は離職者）の主体的な職業能力
開発の取組を支援します。

※教育訓練給付金制度…一定の条件を満たす在
職者又は離職者が、国が指定する教育訓練を受
講し修了した場合、支払った経費の一部をハ
ローワークが支給。

福岡労働局

本県のリカレント教育等の情報を一元化したポータ
ルサイト（ふくおか生涯学習ひろば）を活用し、職業訓
練や職業教育支援制度などの情報発信を強化します。

生涯学習推進
事業

社会活動推進課
職業能力開発課

50歳代の在職者が、生涯現役で活躍するための取
組を支援します。

中高年の方の
キャリアアップ支援 新雇用開発課

教育訓練給付
金制度の活用
促進（再掲）

農業大学校を拠点としたリカレント教育の導入によ
り、スマート農業機械やデジタルデータの活用と
いった先進技術等に対応できる人材を育成します。

農業者の経営
発展の推進 経営技術支援課

県立高校・特別
支援学校にお
けるキャリア教
育支援事業の
実施
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〈基本的施策３〉　高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

（16）多様なニーズに対応した訓練の実施
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

新規高卒者等に対し、基礎的な知識・技能を習得させるた
め、１年又は２年間の職業訓練を実施し、本県産業を支え
る人材を育成します。またデュアルシステムによる訓練を
実施し、即戦力としての就業支援と定着支援を行います。

（若年者）
高等技術専門校
における職業訓
練（再掲）

職業能力開発課

民間事業所と連携して、実際の事業に従事し実践的な技
能を学ぶとともに、職場内でのコミュニケーション技能等
を身に付け、常用雇用が可能な人材の育成をめざしま
す。（求職者の他、特別支援学校の生徒に対しても実施。）

（障がいのある人）
企業等の現場実
習による実践的な
職業訓練（再掲）

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、
正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が安定し
た雇用環境へ転換できるよう、企業が求める国家資
格等の高い職業能力を習得する訓練を実施します。

（非正規雇用労働者）
高度人材育成
コースの実施
（再掲）

職業能力開発課

早期再就職をめざす中高年齢者に対して、自らの経験
も活かしつつ、就職に必要な技術・技能等を身につけ
るために、６か月又は１年の職業訓練を実施します。

（中高年齢者、高齢者）
高等技術専門校にお
ける職業訓練（再掲）

（女性、ひとり親）民間教
育訓練機関等を活用
した委託訓練（再掲）

（障がいのある人）民間教育
訓練機関等を活用した多様
な職業訓練の実施（再掲）

（障がいのある人）高等技術
専門校等における精神保
健福祉士等の配置（再掲）

職業能力開発課

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校において、基本情報技術者等の資
格取得をめざして、プログラム作成やシステム設
計、組み込みプログラムやWebアプリ開発等の訓
練を実施します。(プログラム設計科）

職業能力開発課

高等技術専門校において、電気設備技術に加え、ス
マートハウスなど最新分野に係る知識・技能を習
得するための訓練を実施します。(電気設備科）

職業能力開発課

高等技術専門校において、新たにドローン操縦技
術訓練を取り入れ、外壁劣化診断、測量技術を習
得するための訓練を実施します。（左官科）

職業能力開発課

高等技術専門校等や民間教育訓練機関等を活用した委託
訓練において、同時双方向型のオンラインによる職業訓練
を実施し、「新たな日常」に対応できる人材を育成します。

ICT技術を活用
した職業訓練
（再掲）

職業能力開発課

高等技術専門校等において、現在進められている
テレワーク就労に対応するための知識・技術の習
得をめざした訓練を実施します。

テレワーク就労
に対応できる
職業訓練（再掲）

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、Web
デザインやアプリ開発等のIT技術を習得するための訓練
を実施し、IT分野で活躍できるデジタル人材を育成します。

民間教育訓練機関等
を活用したデジタル
人材の育成（再掲）

職業能力開発課

＜施策項目、具体的な取組＞

（15）デジタル技術を活用した新たな訓練の導入

　高等技術専門校において、新規学卒者、離転職者及び在職者に対して、多様化・
高度化するニーズに対応できる知識や技術を持った人材育成を進めていきます。
　また、障害者職業能力開発校において、障がいの特性やニーズに応じて、障がい
者一人ひとりの適性に配慮し、就職につながる訓練の充実を図ります。

基本的施策３

高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

高等技術専門
校におけるデ
ジタル人材の
育成（再掲）

高等技術専門校において、製造現場のＮＣ工作機械
とＩoＴデバイスを繋ぎ、人やＡＩが遠隔操作すること
で生産管理を行うシステム構築とプログラミング技
術を習得するための訓練を実施します。（3D-CAD機
械システム科、ものづくり×プログラム科）

職業能力開発課

訓練科目の
柔軟な見直し

高等技術専門校等において、企業ニーズを踏まえな
がら、基本的な技能の習得に加え最新の技術を習
得できるよう、訓練内容の見直しを適宜行います。
また、訓練内容の見直しに併せて、訓練機器の整備
を計画的に進めます。

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、短
期間で資格が取得でき、就職に結びつきやすい分野の
訓練を実施します。
委託訓練の実施に際しては、地域の雇用情勢等を考慮
しながら、国（福岡労働局）や公共職業安定所（ハロー
ワーク）と協議し、定員、コースを設定します。

民間教育訓練
機関等を活用
した委託訓練
の実施

職業能力開発課

高等技術専門校において、託児サービス付きの職
業訓練を実施します。

（女性、ひとり親）高等技術専門
校における職業訓練（再掲） 職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練におい
て、託児付、短時間、e-ラーニングなど、子育て中
でも受講しやすい訓練を実施します。

職業能力開発課

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑いがある
訓練生（委託訓練生を含む）に配慮した訓練を実施するた
め、精神保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

職業能力開発課

民間教育訓練機関等と連携して、障がいのある人
が身近な地域で職業訓練を受講できるよう、生活
圏ごとの職業訓練を実施します。

職業能力開発課

在職者自らが技能向上を図るため、高等技術専門
校に短期間、在職者を受け入れて、企業ニーズに対
応した訓練を実施します。

在職者に対する
短期間の訓練
の実施（再掲）

高等技術専門校や民
間教育訓練機関での
訓練機会の提供

職業能力開発課

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、再就職をめざす離転職者の職業能力
の向上につなげるため、多様な職業訓練を実施します。

職業能力開発課

障がいのある人に対し、働くために必要な技能に
ついて計画的に支援を行い、就職を促進します。

（障がいのある人）障害者職業能力
開発校における職業訓練（再掲） 職業能力開発課
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〈基本的施策３〉　高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

（16）多様なニーズに対応した訓練の実施
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

新規高卒者等に対し、基礎的な知識・技能を習得させるた
め、１年又は２年間の職業訓練を実施し、本県産業を支え
る人材を育成します。またデュアルシステムによる訓練を
実施し、即戦力としての就業支援と定着支援を行います。

（若年者）
高等技術専門校
における職業訓
練（再掲）

職業能力開発課

民間事業所と連携して、実際の事業に従事し実践的な技
能を学ぶとともに、職場内でのコミュニケーション技能等
を身に付け、常用雇用が可能な人材の育成をめざしま
す。（求職者の他、特別支援学校の生徒に対しても実施。）

（障がいのある人）
企業等の現場実
習による実践的な
職業訓練（再掲）

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、
正社員就職を希望する非正規雇用労働者等が安定し
た雇用環境へ転換できるよう、企業が求める国家資
格等の高い職業能力を習得する訓練を実施します。

（非正規雇用労働者）
高度人材育成
コースの実施
（再掲）

職業能力開発課

早期再就職をめざす中高年齢者に対して、自らの経験
も活かしつつ、就職に必要な技術・技能等を身につけ
るために、６か月又は１年の職業訓練を実施します。

（中高年齢者、高齢者）
高等技術専門校にお
ける職業訓練（再掲）

（女性、ひとり親）民間教
育訓練機関等を活用
した委託訓練（再掲）

（障がいのある人）民間教育
訓練機関等を活用した多様
な職業訓練の実施（再掲）

（障がいのある人）高等技術
専門校等における精神保
健福祉士等の配置（再掲）

職業能力開発課

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

高等技術専門校において、基本情報技術者等の資
格取得をめざして、プログラム作成やシステム設
計、組み込みプログラムやWebアプリ開発等の訓
練を実施します。(プログラム設計科）

職業能力開発課

高等技術専門校において、電気設備技術に加え、ス
マートハウスなど最新分野に係る知識・技能を習
得するための訓練を実施します。(電気設備科）

職業能力開発課

高等技術専門校において、新たにドローン操縦技
術訓練を取り入れ、外壁劣化診断、測量技術を習
得するための訓練を実施します。（左官科）

職業能力開発課

高等技術専門校等や民間教育訓練機関等を活用した委託
訓練において、同時双方向型のオンラインによる職業訓練
を実施し、「新たな日常」に対応できる人材を育成します。

ICT技術を活用
した職業訓練
（再掲）

職業能力開発課

高等技術専門校等において、現在進められている
テレワーク就労に対応するための知識・技術の習
得をめざした訓練を実施します。

テレワーク就労
に対応できる
職業訓練（再掲）

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、Web
デザインやアプリ開発等のIT技術を習得するための訓練
を実施し、IT分野で活躍できるデジタル人材を育成します。

民間教育訓練機関等
を活用したデジタル
人材の育成（再掲）

職業能力開発課

＜施策項目、具体的な取組＞

（15）デジタル技術を活用した新たな訓練の導入

　高等技術専門校において、新規学卒者、離転職者及び在職者に対して、多様化・
高度化するニーズに対応できる知識や技術を持った人材育成を進めていきます。
　また、障害者職業能力開発校において、障がいの特性やニーズに応じて、障がい
者一人ひとりの適性に配慮し、就職につながる訓練の充実を図ります。

基本的施策３

高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

高等技術専門
校におけるデ
ジタル人材の
育成（再掲）

高等技術専門校において、製造現場のＮＣ工作機械
とＩoＴデバイスを繋ぎ、人やＡＩが遠隔操作すること
で生産管理を行うシステム構築とプログラミング技
術を習得するための訓練を実施します。（3D-CAD機
械システム科、ものづくり×プログラム科）

職業能力開発課

訓練科目の
柔軟な見直し

高等技術専門校等において、企業ニーズを踏まえな
がら、基本的な技能の習得に加え最新の技術を習
得できるよう、訓練内容の見直しを適宜行います。
また、訓練内容の見直しに併せて、訓練機器の整備
を計画的に進めます。

職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、短
期間で資格が取得でき、就職に結びつきやすい分野の
訓練を実施します。
委託訓練の実施に際しては、地域の雇用情勢等を考慮
しながら、国（福岡労働局）や公共職業安定所（ハロー
ワーク）と協議し、定員、コースを設定します。

民間教育訓練
機関等を活用
した委託訓練
の実施

職業能力開発課

高等技術専門校において、託児サービス付きの職
業訓練を実施します。

（女性、ひとり親）高等技術専門
校における職業訓練（再掲） 職業能力開発課

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練におい
て、託児付、短時間、e-ラーニングなど、子育て中
でも受講しやすい訓練を実施します。

職業能力開発課

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑いがある
訓練生（委託訓練生を含む）に配慮した訓練を実施するた
め、精神保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

職業能力開発課

民間教育訓練機関等と連携して、障がいのある人
が身近な地域で職業訓練を受講できるよう、生活
圏ごとの職業訓練を実施します。

職業能力開発課

在職者自らが技能向上を図るため、高等技術専門
校に短期間、在職者を受け入れて、企業ニーズに対
応した訓練を実施します。

在職者に対する
短期間の訓練
の実施（再掲）

高等技術専門校や民
間教育訓練機関での
訓練機会の提供

職業能力開発課

高等技術専門校や民間教育訓練機関等を活用した委
託訓練において、再就職をめざす離転職者の職業能力
の向上につなげるため、多様な職業訓練を実施します。

職業能力開発課

障がいのある人に対し、働くために必要な技能に
ついて計画的に支援を行い、就職を促進します。

（障がいのある人）障害者職業能力
開発校における職業訓練（再掲） 職業能力開発課
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〈基本的施策３〉　高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

（19）訓練環境の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

訓練施設・設備
の充実

高等技術専門校等において、安全かつ快適に訓
練が実施できるよう、施設・設備の老朽化対策や
バリアフリー化等を進めるとともに、多様化する
訓練ニーズに応じた施設・設備の整備を図ってい
きます。

職業能力開発課

（17）訓練指導体制等の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

産業構造の変化に対応した職業訓練を実施できる
よう、職業訓練を担当する指導員に、職業能力開発
大学校等の研修を受講させ、必要な知識、技術の
習得や指導技術の向上に努めます。

訓練指導員の
充実 職業能力開発課

高等技術専門校等の認知度を上げるためのＰＲ動画
を活用し、入校率向上に努めます。
また、来校型オープンキャンパスに加え、オンラインに
よるオープンキャンパスや入校相談会を実施します。

技専校魅力発
見プロジェクト 職業能力開発課

県や地域の広報媒体（ホームページ、フェイスブック等）
の活用や、関係機関への入校案内・ポスターの配布、オー
プンキャンパスなどを実施します。また、ハローワークに
情報提供し、共有することで、周知・PRの充実を図ります。

高等技術専門
校等の周知・
ＰＲの充実

職業能力開発課

高等技術専門校等において、企業ニーズや訓練生
の特性に応じた職業訓練を実施するため、職業訓
練指導員の確保に努めます。

職業能力開発課

（18）情報発信の強化
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

公的職業訓練
に係る情報発信

高等技術専門校等における施設内訓練や民間教育
訓練機関等を活用した委託訓練、国の求職者支援
訓練といった公的職業訓練コースの情報を掲載し
た広報資料等を作成するなど、関係機関が一体と
なって県内の職業能力開発に取り組みます。

職業能力開発課
福岡労働局

高等技術専門校等に
おける精神保健福祉
士等の配置（再掲）

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑いがある
訓練生（委託訓練生を含む）に配慮した訓練を実施するた
め、精神保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

職業能力開発課

就職支援体制の
充実

高等技術専門校において、就職相談や企業への求人
開拓等を行う嘱託職員を配置し、ハローワークや地元
企業と連携を強化し、訓練生の就職促進を図ります。

職業能力開発課

ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をした人
など働きづらさを抱える人に対して、自立や就労につ
ながるよう職業訓練の情報を広く周知していきます。

働きづらさを
抱える人への
支援（再掲）

職業能力開発課

民間企業からの外部講師を活用して、業界の最新
動向を踏まえた訓練を実施します。 職業能力開発課
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〈基本的施策３〉　高等技術専門校及び障害者職業能力開発校における職業能力開発の充実・強化

（19）訓練環境の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

訓練施設・設備
の充実

高等技術専門校等において、安全かつ快適に訓
練が実施できるよう、施設・設備の老朽化対策や
バリアフリー化等を進めるとともに、多様化する
訓練ニーズに応じた施設・設備の整備を図ってい
きます。

職業能力開発課

（17）訓練指導体制等の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

産業構造の変化に対応した職業訓練を実施できる
よう、職業訓練を担当する指導員に、職業能力開発
大学校等の研修を受講させ、必要な知識、技術の
習得や指導技術の向上に努めます。

訓練指導員の
充実 職業能力開発課

高等技術専門校等の認知度を上げるためのＰＲ動画
を活用し、入校率向上に努めます。
また、来校型オープンキャンパスに加え、オンラインに
よるオープンキャンパスや入校相談会を実施します。

技専校魅力発
見プロジェクト 職業能力開発課

県や地域の広報媒体（ホームページ、フェイスブック等）
の活用や、関係機関への入校案内・ポスターの配布、オー
プンキャンパスなどを実施します。また、ハローワークに
情報提供し、共有することで、周知・PRの充実を図ります。

高等技術専門
校等の周知・
ＰＲの充実

職業能力開発課

高等技術専門校等において、企業ニーズや訓練生
の特性に応じた職業訓練を実施するため、職業訓
練指導員の確保に努めます。

職業能力開発課

（18）情報発信の強化
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

公的職業訓練
に係る情報発信

高等技術専門校等における施設内訓練や民間教育
訓練機関等を活用した委託訓練、国の求職者支援
訓練といった公的職業訓練コースの情報を掲載し
た広報資料等を作成するなど、関係機関が一体と
なって県内の職業能力開発に取り組みます。

職業能力開発課
福岡労働局

高等技術専門校等に
おける精神保健福祉
士等の配置（再掲）

高等技術専門校等において、精神障がいやその疑いがある
訓練生（委託訓練生を含む）に配慮した訓練を実施するた
め、精神保健福祉士を配置するなど相談体制を充実します。

職業能力開発課

就職支援体制の
充実

高等技術専門校において、就職相談や企業への求人
開拓等を行う嘱託職員を配置し、ハローワークや地元
企業と連携を強化し、訓練生の就職促進を図ります。

職業能力開発課

ニート、引きこもり、ホームレス、犯罪や非行をした人
など働きづらさを抱える人に対して、自立や就労につ
ながるよう職業訓練の情報を広く周知していきます。

働きづらさを
抱える人への
支援（再掲）

職業能力開発課

民間企業からの外部講師を活用して、業界の最新
動向を踏まえた訓練を実施します。 職業能力開発課
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〈基本的施策４〉　次世代への技能の継承と技能の振興

（21）外国人技能実習生の技能検定受検体制の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

11月の職業能力開発促進月間を中心に、ものづくり技
能フェスティバルを開催し、技能の素晴らしさを伝え、
技能尊重の気運やものづくりへの関心を高めること
で、若年者が技能労働者をめざす環境を整備します。

職業能力開発課

技能五輪全国大会や技能グランプリ、全国障害者
技能競技大会、若年者ものづくり競技大会など、
全国規模の各種競技大会への参加等を通じ、本
県での技能を評価する社会づくりを推進します。

全国的な
各種技能競技
大会等への
参加促進

職業能力開発課

ものづくり技
能フェスティ
バル等の開催

福岡県職業能力開発協会や（一社）福岡県技能士
会連合会など関係団体と連携して職業能力開発促
進大会を開催し、優秀技能者をはじめ、職業能力
開発の推進に功績があった者の表彰、職業能力開
発をテーマとした講演を行います。

職業能力開発課

外国人技能実
習生の技能検
定受検体制の
充実

今後、外国人技能実習生の受け入れ状況を見据え
ながら、技能検定の実施主体である福岡県職業能
力開発協会に、引き続き助成を行うなど実施体制
の整備を支援していきます。

職業能力開発課

技能者の技術水準の向上と社会的評価を高めるため
に、技能検定試験の普及啓発を図ります。

技能検定の実施
及び普及 職業能力開発課

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

厚生労働省「若年技能者人材育成支援等事業」を
活用した、ものづくりマイスターの派遣等を実施
し、若者に対しものづくりの魅力を発信します。

職業能力開発課

厚生労働省が示した「職業能力評価基準」につい
て、労働者の職業能力を適性に評価する基準とし
て、引き続き福岡県職業能力開発協会と連携し
て、その普及を図っていきます。

職業能力評価制
度の普及促進

福岡県技能評価
制度の普及促進

職業能力開発課

高等技術専門校等において、各校を開放、または地域
のイベントに出展し、職業訓練生の作品展示や熟練
技能者の実演、ものづくり体験教室等を実施します。

職業能力開発課

技能検定以外の職種や内容について、企業等が独自
で行っている社内検定を申請に基づき県が認定する
「福岡県技能評価認定制度」の普及を図っていきます。

職業能力開発課

県内各地で受け継がれてきた伝統工芸品産業の
振興を図るため、伝統工芸品製造事業者の後継
者確保、育成に取り組みます。

伝統工芸品製
造事業者の後
継者確保、育成

観光政策課

＜施策項目、具体的な取組＞

（20）技能の魅力発信や次世代への技能の継承

　若者が進んで技能労働者をめざすような環境づくりに取り組み、熟練技能者の
高度な技能が次世代へ継承されるよう、県民の技能への関心を高め技能労働者の
育成を進めていきます。

基本的施策４

次世代への技能の継承と技能の振興

令和３（2021）年度技能検定実技試験
（塗装職種）

令和元（2019）年度
福岡県職業能力開発促進大会

アビリンピック（2021）
表計算（金賞）　福岡県選手

技能五輪（2021）
洋裁（銀賞）　福岡県選手
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〈基本的施策４〉　次世代への技能の継承と技能の振興

（21）外国人技能実習生の技能検定受検体制の充実
取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

11月の職業能力開発促進月間を中心に、ものづくり技
能フェスティバルを開催し、技能の素晴らしさを伝え、
技能尊重の気運やものづくりへの関心を高めること
で、若年者が技能労働者をめざす環境を整備します。

職業能力開発課

技能五輪全国大会や技能グランプリ、全国障害者
技能競技大会、若年者ものづくり競技大会など、
全国規模の各種競技大会への参加等を通じ、本
県での技能を評価する社会づくりを推進します。

全国的な
各種技能競技
大会等への
参加促進

職業能力開発課

ものづくり技
能フェスティ
バル等の開催

福岡県職業能力開発協会や（一社）福岡県技能士
会連合会など関係団体と連携して職業能力開発促
進大会を開催し、優秀技能者をはじめ、職業能力
開発の推進に功績があった者の表彰、職業能力開
発をテーマとした講演を行います。

職業能力開発課

外国人技能実
習生の技能検
定受検体制の
充実

今後、外国人技能実習生の受け入れ状況を見据え
ながら、技能検定の実施主体である福岡県職業能
力開発協会に、引き続き助成を行うなど実施体制
の整備を支援していきます。

職業能力開発課

技能者の技術水準の向上と社会的評価を高めるため
に、技能検定試験の普及啓発を図ります。

技能検定の実施
及び普及 職業能力開発課

取組・事業名 取組・事業の概要 所管課（室）名

厚生労働省「若年技能者人材育成支援等事業」を
活用した、ものづくりマイスターの派遣等を実施
し、若者に対しものづくりの魅力を発信します。

職業能力開発課

厚生労働省が示した「職業能力評価基準」につい
て、労働者の職業能力を適性に評価する基準とし
て、引き続き福岡県職業能力開発協会と連携し
て、その普及を図っていきます。

職業能力評価制
度の普及促進

福岡県技能評価
制度の普及促進

職業能力開発課

高等技術専門校等において、各校を開放、または地域
のイベントに出展し、職業訓練生の作品展示や熟練
技能者の実演、ものづくり体験教室等を実施します。

職業能力開発課

技能検定以外の職種や内容について、企業等が独自
で行っている社内検定を申請に基づき県が認定する
「福岡県技能評価認定制度」の普及を図っていきます。

職業能力開発課

県内各地で受け継がれてきた伝統工芸品産業の
振興を図るため、伝統工芸品製造事業者の後継
者確保、育成に取り組みます。

伝統工芸品製
造事業者の後
継者確保、育成

観光政策課

＜施策項目、具体的な取組＞

（20）技能の魅力発信や次世代への技能の継承

　若者が進んで技能労働者をめざすような環境づくりに取り組み、熟練技能者の
高度な技能が次世代へ継承されるよう、県民の技能への関心を高め技能労働者の
育成を進めていきます。

基本的施策４

次世代への技能の継承と技能の振興

令和３（2021）年度技能検定実技試験
（塗装職種）

令和元（2019）年度
福岡県職業能力開発促進大会

アビリンピック（2021）
表計算（金賞）　福岡県選手

技能五輪（2021）
洋裁（銀賞）　福岡県選手
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基本的施策 指　標 現　状

87.3％
（R2）

1
2
3

高等技術専門校の就職率 91%
（毎年度の目標）

80.9％
（R1）

1
2
3

民間教育訓練機関等に委託して
行う委託訓練の就職率

81%
（毎年度の目標）

72.6％
（R2）

1
2
3

福岡障害者職業能力開発校の
就職率

73%
（毎年度の目標）

53.7%
（R2）

1
2
3

民間教育訓練機関等に委託して
行う障がい者委託訓練の就職率

60%
（毎年度の目標）

240,000
セッション/年
（R3推計）

3 Webサイト「福岡県の職業訓練」の
セッション数

360,000
セッション/年
（毎年度の目標）

4,805人
（R1）4 技能検定の受検申請者数 5,300人

（R8）

292人
（R2）

1
3

県が実施する公共職業訓練におけ
るデジタル人材育成数
（デジタル技術系訓練の修了者数）

3,000人
（R4～R8累計）

目　標

成果指標一覧
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総
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総説
部1第

１ 計画策定の趣旨
　我が国の経済は、近年、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復が続いて

きていました。しかしながら、令和2（2020）年からの新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響により経済活動が大きな影響を受けました。

　本県においても、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２（2020）年

１月に1.47倍であった有効求人倍率は大きく低下し、直近の令和３（2021）年

10月は1.07倍となっています。本県の雇用情勢は厳しさが見られ、新型コロ

ナウイルス感染症が雇用に与える影響を一層注視する必要があります。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大によって、社会のデジタル化が一層加

速しており、IT技術の導入による業務の効率化や生産性の向上が求められ、テ

レワークやオンライン会議が急速に普及しています。

　さらに、人生100年時代の到来により、労働者の職業人生が長期化・多様化し、

誰もがいくつになっても学び直し活躍できる社会づくりが必要となっています。

　こうした経済・社会環境の変化に的確に対応するためには、企業ニーズに

あった人材を育成し、また労働者が主体的にキャリアアップ、スキルアップを図

れるような体制整備を進めていくための職業能力開発施策が求められます。

　こうした状況を踏まえ、今後の職業能力開発における県の基本的施策や具

体的な取組を明らかにし、本県産業を支える人材育成等を着実に推進するた

め、本計画を策定するものです。
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役　職　　福岡県のハロートレーニング（公共職業訓練）広報室長

特　徴　　ライオンです。
　　　　　たてがみを8つ持ち、福岡県立高等技術専門校7校と福岡障害者職業
　　　　　能力開発校を合わせた8校の職業訓練をPRしています。
　　　　　“百職の王”として、あらゆる職業で活躍できます。

チャームポイント　ヘルメットから飛びだしている耳

「じょぶまる。」とは




